
老齢加算訴訟最判の「要請である」との説示は修正されたこと

2025 年 9 月 1 日

弁護士 伊藤 建（富山県弁護士会）

第１ ご質問の内容

第２回本委員会において、太田委員より、要旨、生活保護法８条２項は「 最低限度の 
生活の需要を…「 中略）…こえないものでなければならない」と定めているところ、同
項について、老齢加算訴訟最判は 高齢者の特別な需要が認められないというのであれ
ば、老齢加算の減額又は廃止をすべきことは、同項の規定に基づく要請である」と判示
していることから、需要が認められないのであれば、厚労大臣は、法８条２項により基 
準を引き下げることが法的に義務付けられるのではないかとのご質問があった。

第２ 当職の見解

当職は、厚労大臣は、法８条２項により、基準を引き下げることが法的に義務付けら 
れるものではないと考える。その理由は、以下のとおりである。なお、略語は、従前の
当職配布資料の例による。

１ 太田委員指摘の判示部分は差戻後上告審や本判決で削除された部分である

太田委員が論拠としているのは、老齢加算訴訟のうち、福岡訴訟最判 最２小判平成
24 年 4 月 2 日民集 66 巻 6 号 2367 頁）の 仮に、老齢加算の一部又は全部についてそ
の支給の根拠となっていた高齢者の特別な需要が認められないというのであれば、老齢
加算の減額又は廃止をすべきことは、同項の規定に基づく要請であるということがで
きる」との説示であると思われる。たしかに、 要請である」との表現は、生活保護基
準に見合う需要が存在しないのであれば、厚労大臣は、法８条２項により保護基準の引
下げが法的に義務付けられるという意味のようにも読める。

しかしながら、当職が発言の根拠とした東京訴訟最判 最３小判平成 24 年 2 月 28 
日民集 66 巻 3 号 1240 頁）は、 仮に、老齢加算の一部又は全部についてその支給の根
拠となっていた高齢者の特別な需要が認められないというのであれば、老齢加算の減額
又は廃止をすることは、同項の規定に沿うところであるということができる」としてお
り、 要請である」との記述は存在しない。「 沿うところである」との表現は、生活保護
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基準に見合う需要が存在しないならば、厚労大臣が保護基準を引き下げたとしても、法

８条２項に「違反しない」が、厚労大臣が保護基準を引き下げないことを許容する意味

である。このような場合に引き下げが法的に義務付けられているとすれば、法８条２項

内で論理矛盾を引き起こし（後述３参照）、被保護者の期待的利益に配慮した激変緩和

措置等を講じることも違法となってしまうため、引き下げが法的義務であるとの誤解を

生む余地のある「要請される」という表現を修正したものと理解できる。 

また、福岡訴訟最判の「同項の規定に基づく要請である」との記述は、その後の差戻

後上告審（最１小判平成 26 年 10 月 6 日判例秘書 L06910077）において、東京訴訟最

判と同様に「同項の規定に沿うところであるということができる」との記述に修正され、

同日の京都訴訟最判（最１小判平成 26 年 10 月 6 日判例秘書 L06910076）も東京訴訟

最判と同様の表現を用いている。このように、最高裁は、福岡訴訟最判と東京訴訟最判

の異なる記述を、東京訴訟最判の記述で統一したことは、複数の憲法学者や行政法学者

が指摘する著名な論点である1。 

さらに、本判決も「保護基準は、最低限度の生活の需要を超えないものでなければな

らないのであり、仮に本件改定前の生活扶助基準が上記需要を超えたものとなっていた

というのであれば、これを引き下げることは、生活保護法８条２項の規定に沿うところ

であるということができる」というように、老齢加算東京訴訟最判と同一の表現をして

いる。しかも、本判決は、この説示の直後で、東京訴訟最判のみならず、あえて福岡訴

訟最判の双方を 「参照」しているから、福岡訴訟最判の「要請である」との文言を明確

に上書きしているのである。 

以上のとおり、４つの老齢加算訴訟に関する最判を整合的に理解し、かつ、本判決に

より上書きされたことを踏まえれば、福岡訴訟最判の 「要請である」との文言を根拠と

して、引き下げが法的に義務付けられていると解することはできない。 

２ 老齢加算最判の調査官解説の見解は削除後の最高裁の統一見解と整合しない 

もしかしたら、太田委員は、老齢加算東京訴訟最判の調査官解説 （以下「岡田解説①」

 
1 巽智彦「生活保護基準の改定に係る厚生労働大臣の裁量の範囲について」法律時報 94 巻

12 号 126 頁以下、128 頁、山下慎一「専門家会議体不在の保護基準改定と厚生労働大臣の

裁量」法律時報 93 巻 2 号 88 頁以下、90 頁註）7、山本龍彦「『生存権』の財政統制機能

に関する覚書」法学研究 91 巻 1 号 121 頁以下、128～130 頁参照 
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という。）2と福岡訴訟最判の調査官解説3 （以下「岡田解説②」という。）には、「保護基

準が上記『最低限度の生活の需要』を超えているというのであれば、当該保護基準は法

８条２項に反するものといわざるを得ず、それに基づく保護基準も瑕疵を帯びるという

ことになると考えられる」との記述を根拠としているのかもしれない。 

しかし、そもそも調査官解説は、当該調査官の個人的見解にすぎず、最高裁判例の判

決文を書き換えるほどのものではない4。 

また、東京訴訟最判の岡田解説①は、判決文のテクストに整合しないことも指摘され

ている。岡田解説①は、 「実質的に考えても、いわゆる右肩上がりの経済成長が終わり、

勤労者世帯の賃金はおしなべて抑制され、財政赤字が未曾有の規模に拡大し、少子高齢

化も進展する現在の状況に照らせば、保護基準の設定に当たって財政事情等の生活外的

要素を考慮する必要性は上記各判例の当時と比べて勝るとも劣らず、その判断を基本的

に厚生労働大臣の専門技術的ないし政策的裁量に委ねざるを得ないことは今日におい

てより一層明らかなのではないかとも考えられよう」と述べている。しかし、老齢加算

東京訴訟最判は「保護基準中の老齢加算に係る部分を改定するに際し、最低限度の生活

を維持する上で老齢であることに起因する特別な需要が存在するといえるか否か」と

いう改定の要否に係る厚労大臣の判断においては「国の財政事情」を考慮事項として挙

げず、激変緩和措置に係る判断において挙げている5。 

これに対し、福岡訴訟最判は、改定の要否に係る判断と激変緩和措置に係る判断とを

区別しない一般論としてではあるものの、「国の財政事情」を考慮事項として入れ込ん

でいる。福岡訴訟最判に関する岡田解説②には、上記の「生活外的要素を考慮する必要

性」に関する記述が存在しないことからすると、岡田調査官は、東京訴訟最判の判決文

に入れ込むことができなかったので、判決文のテクストには反するものの、東京訴訟最

判に係る岡田解説①において、これを読み替えようと試みたものと考えられる。 

岡田調査官による「保護基準が上記『最低限度の生活の需要』を超えているというの

 
2 岡田幸人「判解」最判解民事篇平成 24 年度（上）288 頁以下、291 頁。 

3 岡田幸人「判解」最判解民事篇平成 24 年度（上）451 頁以下、457 頁。 

4 中野次雄［編］『判例とその読み方〔三訂版〕』（有斐閣、2009 年）108 頁参照。 

5 前掲註 1)参照。 
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であれば、当該保護基準は法８条２項に反するものといわざるを得ず、それに基づく保

護基準も瑕疵を帯びる」との記述は、福岡訴訟最判の「要請である」の解説としてなさ

れたものであろうが、上記のとおり、福岡訴訟最判と東京訴訟最判の記述の違いは、後

に東京訴訟最判の「沿うところである」との記述に統一された判決文のテクストに反す

るものであり、到底根拠とすることはできない。 

実際、岡田調査官は、自らが本件訴訟と同種事件の裁判長であった判決（東京地判令

和６年５月 30 日判例秘書 L07931727）において、「仮に、生活扶助基準に基づいて算

定される生活扶助費が衣食その他日常生活について最低限度の生活におけるそれらの

需要を満たすに足りる程度を超えると認められるというのであれば、生活扶助基準を

必要な限度において引き下げることは、同項の規定に沿うところであるということがで

きる」と判示しており、老齢加算福岡訴訟最判の文言ではなく、東京訴訟最判の文言を

用いている。 

したがって、岡田調査官自身も、岡田解説①及び②の見解を撤回しているのである。 

３ 「こえないものでなければならない」を法的義務と解すると法８条２項は矛盾する 

ところで、法８条２項は、「前項の基準は…（中略）…最低限度の生活の需要をⒶ満

たすに十分なものであつて、且つ、Ⓑこれをこえないものでなければならない」と定め

ている。同項のⒶは、単に「満たすもの」では足りず、「満たすに十分なもの」でなけ

ればならないと定めているため、「最低限度の生活の需要」と完全に一致するだけでは

足りず、これを上回るものでなければならない。 

本判決は、同項のⒷの「これをこえないものでなければならない」を「最低限度の生

活の需要を超えないものでなければならない」と解している。仮に、Ⓑに法的義務があ

るとすれば、一方でⒷ「最低限度の生活の需要を超えないものでなければならないこと」

を法的に義務付けておきながら、他方でⒶ「最低限度の生活の需要を満たすに十分なも

の」、すなわち「最低限度の生活の需要」を上回ることを法的に義務付けることとなり、

ⒶⒷとで法的義務が矛盾 ・衝突することになる。したがって、Ⓐは法的義務であるもの

の、Ⓑは法的義務ではないと解さなければならない。 

こうした解釈は、現行法の制定経緯からも明らかである。法８条 2 項に相当する旧生

活保護法 10 条１項は、「保護は、生活に必要な限度をこえることができない」定めてい

た。同項は、河合国務大臣（当時）が「『必要な限度』というのはどういう意味かとい

うお尋ねでありますが、この法律は最低の生活を保障していくというところに目標を置
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いており、ともかくも生きていくという点に重点を置いております。だから、これは最

低限に止まるものであって、それ以上上げるという訳にはいかぬのだという意味であり

ます」6と答弁しているとおり、保護費の上限を画することに意味があった。 

これに対し、現行法は、「憲法 25 条の理念に基づき」制定されたものであり（法１

条）、「ともかくも生きていく」だけではなく、「健康で文化的な生活水準を維持するこ

とができる」ことを保障するものである（法３条）。だからこそ、法８条２項は「最低

限度の生活の需要を満たす」だけでなく、「満たすに十分なもの」と定めることで、保

護費の下限を画したのである。 

したがって、法８条２項が、厚労大臣に対し、Ⓐ 「最低限度の生活の需要を満たすに

十分なもの」という下限を法的に義務付けている以上、Ⓑの 「最低限度の生活の需要…

（中略）…をこえないものでなければならない」を法的義務と解することはできない。

福岡訴訟最判の「仮に、老齢加算の一部又は全部についてその支給の根拠となっていた

高齢者の特別な需要が認められないというのであれば、老齢加算の減額又は廃止をす

べきことは、同項の規定に基づく要請であるということができる」との説示は、「高齢

者の特別な需要が認められない」場合には、直ちに引下げを義務付けているかのような

誤解を生むおそれがあるため、差戻し後福岡訴訟最判や本判決では「沿うものである」

との表現に修正・統一されたのである。 

４ 厚労大臣には法８条２項の「こえないものでなければならない」に抵触する措置をす

る権限がある 

老齢加算東京訴訟最判は、「老齢加算の全部についてその支給の根拠となる上記の特

別な需要が認められない場合」、すなわち、法８条２項の「こえないものでなければな

らない」との条項に抵触する場合においても、「厚生労働大臣は、老齢加算の支給を受

けていない者との公平や国の財政事情といった見地に基づく加算の廃止の必要性を踏

まえつつ、被保護者のこのような期待的利益についても可及的に配慮するため、その廃

止の具体的な方法等について、激変緩和措置の要否などを含め、上記のような専門技術

的かつ政策的な見地からの裁量権を有している」と判示している。 

こうした厚生労働大臣の裁量権は、法８条２項の文言に形式的に抵触するものであ

るが、同法に明文の根拠はないものの、これが認められるのは、授益的措置であること

 
6 昭和 21 年８月 1 日衆議院生活保護委員会における発言。 
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のほか、「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上

及び増進に努めなければならない」と憲法 25 条 2 項が定めているからである。仮に、

法８条２項の「こえないものでなければならない」を法的義務であると解すると、憲法

25 条２項の規定と矛盾することになるから、法 8 条 2 項は憲法適合的解釈がなされな

ければならない。 

本件において、本判決の形成力により、本件原告らには、ゆがみ調整及びデフレ調整

を含む本件改定前の基準に基づく本件各給付請求権が認められるところ、仮に、その

「需要」が認められないとの判断をした場合、法８条２項の「こえないものでなければ

ならない」との条項に抵触することは、老齢加算訴訟最判と同様である。また、少なく

とも、本件原告は、本件各給付請求権という具体的権利を有しており、老齢加算最判の

いうような単なる「期待的利益」ではない。 

既に発生している具体的権利が存在する以上、これを事後的に不利益変更すること

は、遡及立法の禁止に反するとともに、憲法上ないし行政法上の比例原則による正当化

の要請を満たさないことは、既に第２回本委員会における当職の提出資料において主

張したとおりである。受益的処分の撤回制限法理は、「法律による行政の原理」の例外

として認められていること、老齢加算訴訟も法８条２項に違反する場合にも厚労大臣に

授益的措置をする裁量権を認めていること、憲法 25 条 2 項に定めがあることを踏まえ

れば、仮に法８条２項の「こえないものでなければならない」に法的拘束力があると解

するとしても、厚労大臣は、デフレ調整のみならず、ゆがみ調整に係る部分も含み、減

額分の差額の全額を支給しなければならない。 

５ 結論 

したがって、法８条２項に基づき、厚労大臣が改定を義務付けられているとの解釈は、

先例に基づく主張とはいえない。むしろ、最高裁が 「要請である」との文言が「沿うと

ころである」との文言に書き換えた趣旨を踏まえれば、法８条２項の「こえないもので

なければならない」というのは、法的拘束力のあるものではない。 

仮に、法的拘束力があると読むとしても、「こえないものでなければならない」とは、

「最低限度の生活の需要」ではなく、「最低限度の生活の需要を満たすに十分なもの」

をこえてはならないことを意味するものであるから、需要がないとの判断に至ったとし

ても、直ちにこれを引き下げる法的義務があるわけでもない。 

厚労大臣には、これに違反する措置をする裁量権があること、遡及立法の禁止、憲法
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上ないし行政法上の比例原則による正当化の要請を満たさないことから、引下げの法的

義務があるか否かにかかわらず、厚労大臣は、少なくとも、本件原告らとの関係では、

減額分の差額の全額を支給しなければならない。もちろん、生活保護受給者間の平等を

考えれば、本件原告らとそれ以外の生活保護受給者とを区別するべきでないこともま

た当然である。また、ゆがみ調整を改めて行わないとしても、増額された世帯に対して

返還請求を行うことは、比例原則の観点から許されるものではない。 

第３ 当職の配布資料の誤字の修正 

第２回本委員会で当職が提出した資料６－１－１「新たな水準の引下げが許されない

理由（要旨）」の３段落１～２行目の「デフレ」とあるのは、「ゆがみ」の誤記であるか

ら、これを訂正する。 

以 上 
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鑑定書

日本国憲法と生活保護法

日本国憲法25条1項 は、 「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活 を営む権利 を

有す る」 として、「すべて」の 「国民」に生存権 を保障 している。生活保護法は、憲法の保

障す る生存権 を具体化 したものと言い得る。本鑑定では、憲法25条1項 とそれ をめぐる

公法学説等か ら、生活保護法の解釈 とその適用について、いかなる帰結が導かれ るかが示

され る。

1日 本 国憲法25条1項 の理解

1． 生存権の性格

生存権 を保障す る25条1項 について、 日本国憲法制定直後は、それを、 ドイツ ・ヴァ

イマル憲法下の生存権規定 に関する学説を参照することによって、プログラム規定 と解す

る見解が唱えられた。すなわち、 ヴァイマル憲法下の通説 は、経済生活の秩序が 「各人に

対 して人間に値す る生存を保障するとい う目的をもった正義の原則」に適合すべきことを

定めた151条1項 、婚姻 と家族 を保護 し、多子家庭 と母性に扶助 を求 める権利 を保障す

る119条 等を、プログラム、すなわち、国の政策的 目標 を定めたにす ぎず、法的権利 を

保障 した ものではない としていた。 この ドイツのヴァイマル憲法下の学説を、 日本国憲法

25条 の解釈に応用 したのである。

しか しなが ら、この見解 は、1960年 代以降、駆逐 され ることとなった。 ドイツのヴ

ァイマル憲法下での理解 を日本国憲法25条1項 の解釈にそのまま応用するのは不適切で

あるとい うことが、1960年 代前半に明確化 されたか らである。第一 に、ヴァイマル憲

法下の規定の大部分が、国家の基本的性格 の表 明、施策の宣言、国家に対す る作為義務の

形式を とり、国民に対す る権利付与の形式をとっていなかった。 これに対 し、 日本国憲法

25条1項 は明確 に 「権利」 と表現 している。第二に、権利付与の表現をとる規定 （ヴァ

イマル憲法119条2・3項 ）についても、第二次大戦後の憲法 ・ボン基本法 （以下 「基

本法」）下で同様 の規定 （6条4項 ：「母」が 「共同社会 の保護 と配慮」を求める権利）が

存在す るが、既 に当時の ドイツにおいて、それが、判例で、直接的に効力 を有する法、国

家に保護 ・促進を義務づける 「価値決定的原則規定1」等 と解 され、また、それ を完全な権

利 と解す る学説 も存在 した2。第三に、 ドイツの諸憲法規定が単に保護等 を求める権利 と規

と
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定す るのみで、保護等 の基準が憲法の中で示 されていなかったのに対 し、 日本国憲法25

条1項 は、「健康で文化的な最低限度の生活」 という客観的な意味を有する権利内容 を明確

に規定 している。第四に、戦後の ドイツ憲法 ・基本法下において生存権保障規定を積極的

に解す る学説 ・判例は、その根拠の一つ として、基本権が 「直接 に効力を有する法 として、

立法、行政および司法を拘束す る」 ことを定める1条3項 を援用す るが、 日本国憲法下で

も、基本的人権 の不可侵性 （11条 ・97条 ）お よび憲法の最高法規性 （98条 ）の規定

か ら、同趣 旨のことが妥当せ しめられる3。

したがって、現在の学説は、一様 に、25条1項 の保障する生存権を 「権利」であると

する。 この 「権利」の性格に関 しては、25条1項 を直接 の根拠 として裁判的救済を求め

ることができるか否かについて、争いがある （「具体的権利説」 と 「抽象的権利説」）。 この

争いは、理論的に重要であるだけではなく、生存権 に関 して法律で規定 されていない分野

が問題 になった場合 を想定すると、実務的にも意義がある。 しか しなが ら、25条1項 の

生活保護怯 における具体化 とその解釈が問題 となっている本件 には、25条1項 の保障す

る 「権利」の性格をめぐる争いが影響を与えることはないため、本鑑定では、 これに立ち

入 る必要がない。

2． 「健康で文化的な最低限度の生活」

25条1項 の保障す る生存権 について、何が 「健康で文化的な最低限度の生活」である

かは、一義的に定まっているものではなく、その社会的条件によって決定され るが、「最低

限度の生活」のその都度の内容 には客観的に定まったものがあると捉え られ る、とい うこ

とが学説 において強調 され る。

ll生存権 ＝ 「権利」の帰結 一

憲法25条1項 が保障す る生存権が 「権利」であり、「最低限度の生活」のその都度の内

容が客観的に定ま るとすれば、それ が具体化 され る生活保護法 との関連で、様々な法的帰

結が生 じる。その中で特に重要なのは、「権利」の具体化 についての本質的決定を、国会が

自ら行い、それ を法律に規定 しなければならない とい うことである。 これは、 日本国憲法

下の 「法律 による行政」のあり方に基づく。

1． 大 日本帝国憲法下の 「法律による行政」 とその限界

日本国憲法下の 「法律による行政」のあ り方は、大 日本帝国憲法下の 「法律 による行政」

のあ り方 と比較す ることによって、明確化 され る。

（1）大 日本帝国憲法下の 「法律による行政」

「立憲主義」 （＝政治共同体の統治が 「憲法」 に基づいて行われなければな らないとする

Rdnr．104；Jarass，in：Jarass！Pieroth，GrundgesetzfUrdieBundesrepublikDeutschland

Kommen七ar，14．Aufl． ，2016，Art．6，Rdnr．66〈 但 し、Coes七er－Waltjen， は 、 そ れ を 、保 障

対 象 が ドイ ツ人 に 限 定 され な い 「人 権 」 で あ る と して い る 〉）。

3高 田敏 「生 存 権 保 障 の 法 的性 格 」 同 『社 会 的 法 治 国 の構…成 』 （信 山社 、1993年 ［初 出 「公

法 研 究26号 」1964年 ］） 所 収145～147、151～153頁 。

2
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原理）、 「法治主義」 （＝人権保障を目的 とし、法による統治作用、すなわち法による立法 ・

司法および行政を要求する原理）の下では、「法律による行政」原理が妥 当す る。すなわち、

「立憲主義」成立以前の 「絶対主義」 （それが 「啓蒙的」であったとしても）の段階におい

ては、君主は、外政、公共体の良い秩序の状態を維持す るた めに必要な作用 （＝警察）を

法的制約 を受けずに行 う権能を有 していた。 しかしなが ら、「憲法」が制定され ると、統治

権能が、行政権 （執行権）、司法権、立法権 に分割 され、君主は、基本的に、 自らの官吏 ・

行政組織 に依ってその うちの行政権 を担 うもの とされ、その行政権 も、他 の権能を担 う統

治機 関 （裁判所、議会）が自らに与え られた権限を行使す ることを通 じて抑制 され ること

となった （＝権力分立）。その際、権力分立が 目的 とす る個人 の権利保障にとっては、君主

による裁判干渉が許 されなくなった （大権判決 の廃止等） ことによって 「司法権の独立」

が認 められ、「法による裁判」が成立 したこととともに、国民代表議会の定立する法 ＝ 「法

律」 による行政の原理が生まれたことが決定的に重要であった。

立憲君主制の下においても、君主の権能は、絶対君主の無制約 な包括的権能 を歴史的淵

源 としていたため、その 自由性 ・包括性を原則 とした （「執行権 は、本来、それ 自体 自由 （オ

ッ トー ・マイヤー）」）。 しか しなが ら、「立憲主義」の下においては、 「法律による行政」原

理が妥当 し、まず、議会が法律を制定 した場合、権力分立の当然の帰結 として、行政権の

行使はそれに違反 してはな らない とい う原理が確立 した （「法律の優位」）。また、権利保障

とい う目的か らして、個々の臣民の権利 ・自由を 「侵」す （例 えば明治憲法26条 、27条 ）

行政権の行使 （行政の個別行為） については、特 に国民代表議会の制定す る法律の根拠を

要す るとされた （「法律の留保」）。 さらに、命令制定などの立法権限 （行政の立法行為）に

っいて も、臣民の権利 ・自由を侵害す る規定 （＝法規）の定立を含む ものではなく、法規

定立は議会によって、すなわち、形式的意味における法律の形式でなされなければな らな

い とされたのである （「法律 の法規創造力」）。

っま り、立憲君主制の下では、一般論 として、臣民の権利 ・自由を侵害す る作用につい

て法律 の規定が必要であるとされた。 しか し、臣民の権利 ・自由を侵害 しない作用、例え

ば社会保 障給付については、法律 の根拠 は不要であるとされた。（「侵害留保」説）。しかも、

この段階においては、憲法適合性等 といった法律の内容 は問題 とされず （「形式的法治主

義」）、また、法律が どの程度まで規律を及ぼ しているかは問われなかったのである （命令

等への包括的授権 も可能であった）。

（2）大 日本帝国憲法下の 「法律による行政」の限界

このよ うに、立憲君主制 における法律事項は臣民の権利 ・自由を侵害する作用に限 られ

ていたが、大 日本帝国憲法の下ではそれをさらに限定す る要因が存在 した。 まず、立憲君

主制一般 とい うことでは、行政組織 を定めるのは君主の権能 とされ、そのあ り方が臣民の

権利 に影響 を与えるものであった としても、法律による規律は原則 として排除 された （官

制大権、明治憲法10条 ）。また、官吏について、あるいは営造物利用については、君主と

官吏 ・営造物利用者 とは特別 な関係に立つのであって （官吏の任命大権については明治憲

3
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法10条 ）、たとえ官吏や利用者の権利侵害をもた らしたとしても、そこにおいては 「法律

の留保」 は妥当しない とされた （「特別権力関係」）。

次に、明治憲法に特有の事情 としては、そこにおける統治権 が天皇によって総撹 されて

お り、立憲君主制 に典型的な権力そのものの分立は採用 されず （天皇の権力行使に際 して

の翼賛権限お よび機関の分立が認 められていたにすぎない）、天皇の下に広範な大権が維持

されていた。その結果、帝国議会の立法権限は、通常の立憲君主制 にお けるそれ よりも限

定 され、立法 について、帝国議会の法律 と天皇の勅令の二元的立法構造が採 られていたの

である。 したがって、そこにおいては、緊急勅令 （8条）、独立命令 （9条）その他大権命

令が、法律か ら独立 して法規を創造す ることが出来た。また、天皇の大権事項 にっいては

法律の制定が認められない とする説 （大権事項説）が通説だったのである。

2． 日本 国憲法下の法律の意義

明治憲法下の 「法律 による行政」原理においては、法律事項はきわめて限定 された もの

であったが、このあ り方は、日本国憲法が制定 されると、根本的に転回することとなった。

日本 国憲法の制定によって、立憲君主制か ら立憲民主制への転換が行われた。憲法は、「主

権」の 「存する」「日本国民」 自身が 「確定」 した （前文第1段 ） 「最高法規」 （98条）であ

る。それは、 「侵すことのできない永久の権利」 としての基本的人権を保障す るが （1ユ条、

97条 ）、それを可能にするために権力分立が徹底 されてい る （41条、65条 、76条 ユ項 ・3

項）。また、「国政」は国民の 「信託」によるもの とされ、その 「権威」は 「国民 に由来 し」、

その 「権力」は 「国民の代表者」によって 「行使」 され るとされている （前文1段 ）。っま

り、 日本国憲法の制定により、 「民主主義」が導入 され ると同時に、 「立憲主義」も明治憲

法下にお けるそれか ら大き く発展す ることとなったのである。当然、それ らのことは、法

律に新たな意義を与えることとなった。

（1）立憲主義の徹底 と法律

「立憲主義」の発展は、第一に、権利保障の面で顕著に表れ る。すなわち、人権保障は、

前述の通 り不可侵の人権 とい う形でな されるのであって、公権力が行使 されて個人に対す

る介入が行われても、個人の人権については 「公共の福祉」 （12条 ・13条 、22条1項 ・29

条2項 ）による制限が可能なだけである。 したがって、明治憲法下におけるの とは異なっ

て、憲法上の権利 を侵害す るよ うな立法行為 （た とえ国会 による法律であっても）や個別

行為 （た とえ法律 に基づいていても）はお よそ許 されない4。

ところで、 日本国憲法 が保障す る人権には、公権力の介入か ら個人 の自由を防禦する自

由権にとどまらず、公権力の積極的行為 も促す生存権 （25条）等の社会権も含まれている5。

っま り、「立憲主義」が個人の権利保障を目的とする とい う場合、 日本国憲法 の下では、自

4し たがって、 日本国憲法下において、およそ 「侵害」行政や 「侵害」留保説などが存立

し得 る余地はない。 日本国憲法下では、「介入」の語が使用 され るべきである。

5公 権力の積極的行為は、自己情報 コン トロール権、知る権利 など、伝統的には自由権の

典型 として位置づけ られてきた権利 に関す るものについても要請 され る。

4
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由の制限だけが問題になるのではな く、社会権 も含 めた憲法上の権利全てが問題になるの

である。 それ故、権利保障のために国会が法律を通 じてなす関与 も、憲法上の全ての権利

にわたることとなる。

また、個人の権利保障には、権利 ・義務 をめぐって個人 とかかわる行政組織 のあ り方が

密接な関係 を有 している。 したがって、明治憲法下では行政組織権が天皇にあったが、日

本国憲法下では行政組織に関 して、「行政各部」 （72条） も含 めて、法律による規定が必要

とされ る6。

さらに、明治憲法下では法律の規定が排除 されるとされた 「特別権力関係」についても、

法律による規律 が求められる。なぜな らば、例 えば、公務員 といえ ども不可侵 の人権を享

有 してお り、その権利 は制限す ることが出来 るだけであ り、 したがって、その制限につい

ては、（制限の程度は別様であ り得るとしても）他の個人 と同 じく、法律によって行われな

ければな らないのである。

第二の権力分立の面では、国会が 「唯一の立法機関」（41条）とされ、明治憲法下での二

元的立法構造が破棄 され、立法が国会の下に一元化 されたことが重要である。確か に、行

政機関は、命令を制定す ることが出来 る （73条6号 、81条 、98条1項 ）。 しか しなが ら、

立法 の一元化 を志向す る41条 の趣 旨か らして、命令は、 「憲法…の規定を実施するため」

であっても、「憲法…の規定を」直接 「実施」 して法律に代替することはできず7、また、法

律の存在意義を掘 り崩す ような命令への包括的委任も許 されない。

最後に、憲法が最高法規 となったことは、文字通 り 「立憲主義」の徹底を意味 した。あ

らゆる場面に介在す る法律 も、憲法 の最高法規性の故に、全て合憲的 ・憲法適合的でなけ

ればな らないのは当然である。 したがって、明治憲法下に妥 当した 「法律の優位」につい

ては、それ を超 えて 「合憲的な法律への適合」が求められることとなる （「実質的法治主義」）。

（2）民主主義の導入 と法律

「民主主義」の導入 とい うこ とでは、まず、主権者 たる国民が憲法を制定 し、それによ

って立法権、司法権および行政権 が産み出された、とい う建前が とられてい ることが重要

である。そこでの行政権は、理論的には、あらか じめ存在す る社会的実体ではなく、憲法

によって創設 された ものであ り、明治憲法の下 におけるような本来的に 「自由な行政」 と

い うあ り方は否定 されているのである。

また、「国政」の国民信託 とい うことで、その 「権威」が 「国民に由来 し」、その 「権力」

が 「国民の代表者」によって 「行使」 され るとされているが （前文1段 ）、それは、二っの

方向での民主主義的正統性を要請する。すなわち、ひ とつには、「国政」を司る 「公務員」

（15条）が、国民に直接的または間i接的に任命 され ることによって （15条1項 ・3項、43

6憲 法 は内閣の組織 について法律で定めるとしているだけであるが （66条1項 ）、上記の

趣 旨か ら 「行政各部」について も法律規定が必要 とされ る。佐藤幸治 『憲法 ［第三版］』（1995

年、青林書院）144～145頁 参照。
7佐 藤 ・前掲（6）146～147頁参照。
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条1項 、67条 、68条 、6条2項 、79条1項 、80条1項 ）、国民にまで途切れ ることなく遡

る正統性 の連鎖が生 じていることが求められ る （「組織的 ・人的正統性」）8。 もうひ とつに

は、「国政」の具体的なあ り方について、「全 国民」を 「代表」す る議員で組織 され る （43

条1項 ） 「国権の最高機関」たる 「国会」が 「唯一の立法機関」 （41条） として議決 した法

律に合致すると同時に、「内閣」が 「法律を誠実に執行」 し （73条1号 ）、「内閣」が 「行政

権の行使 について、国会に対 し連帯 して責任 を負」い （66条3項 ）、「内閣総理大臣」が 「行

政各部を指揮監督」することにより （72条）、民主的責任が問われ ることを通 じて、内容的

に見て 「国民に由来」していると言い得ることが必要である （「事項的 ・内容的正統性」）9。

後者の観 点か らすれ ば、 「国政」上の特定の行為が 「国民に由来」 してい ると言えるために

は、それ は、原則 として、具体的な法律規定に基づ き、法律規定による十分な拘束 を受け

ていなければな らないことになる。

3． 日本 国憲法下の 「法律による行政」

日本国憲法制定により、立憲主義が徹底 され、民主主義 が導入 され ることを通 じて、法

律 にあ らたな意義が与えられ ることとなった。それにともない、「法律による行政」原理 も、

明治憲法の下におけるそれ を根本的に転換す ることとなった。以下においては、法律 によ

る行政活動への授権の場面 と法律 による行政活動の拘束 ・覇束の場面 とに分けて、説 明す

る。

（1） 法律による授権

前述の通 り、行政権は憲法 によって創設 されたものであ り、本来的に 自由なものではな

い。 したがって、「民主主義」の観点からして、その発動 には、憲法によって直接的 ・明示

的に与え られた権限の場合 （いわば 「行政留保」）を除いて、原則 として法律の授権が必要

となる10。

す なわち、行政への授権 とい うことでは、理論的には第一に、行政機 関を構成 し、それ

に権限を付与する必要がある （組織法的授権）。それは、民主主義的正統性にっいて、組織

的 ・人的正統性 の連鎖のあ り方 を明確にする とい うことを意味す る。また、それは、個人

の権利保障に行政組織のあ り方が密接にかかわることから、 「立憲主義」の観 点か らも求め

8「 国民」に選 ばれた国会議員 に選ばれた総理大臣に選ばれた大臣に選ばれた…に選ばれ

た公務員のAさ ん。 このよ うに捉えることによ り、国会議員以外の 「公務員」 を 「選定」

し、およそ 「公務員」を 「罷免」する 「国民固有の権利」（15条1項 ）の意義が明確化 され

得 る。
9こ の民主主義 における 「組織的 ・人的正統性」・「事項的 ・内容的正統性」をめ ぐる議論

は、現代 ドイツ公法学に由来するが、その詳細については、E－W・ ベ ッケンフェルデ （初

宿正典編訳）『現代国家 と憲法 ・自由・民主制』 （1999年 、風行社）215～20頁 参照。 日本国

憲法に即 した議論 としては、高 田篤 「行政機関 との関係における議会一行政統制 を中心に

して一」公法研究72号 （2010年 ）41～42頁 を参照。

10明 治憲法下では、原則 として行政権 は自由に発動でき、例外的な一定領域にっいての

み 「法律の留保」が必要 とされたが、 日本国憲法下ではそれが逆転 し、法律 による授権が

原則 となる。

6

- 14 -



られる。

第二に、 「国政」の 「権力」 （前文第1段 ）行使 の内容 自体についても、つま り行政機関

についてのみな らず行政作用それ 自体についても、法律による授権 （作用法的授権）が必

要である。それは、「民主主義」が 「国政」の具体的なあり方にっいて事項的 ・内容的正統

性 を要求す るか らであり、また、行政作用が個人の権利 ・義務にかかわる場合は、人権保

障とい う 「立憲主義」的要請から導かれるのである。その際、まず行政の 「立法」行為に

ついてであるが、国会が 「唯一 の立法機 関」 （41条）であることの意義を、「民主主義」の

事項的 ・内容的正統性の要請に照 らして考 えれば、作用法的授権が必要 となる11。次に、行

政の個別行為についても、行政法学の分類にい う権力的公行政 と非権力的公行政の両方を

含む公行政 において作用法的授権が求 められる。行政権が私人同様 に社会における一構成

員 として私法にしたがって行動す る私行政 とは異な り、行政権が行政権そのもの として活

動す る公行政の場合 は、私人 と対等 な立場で行われる行政契約、行政指導等 の非権力的公

行政作用であっても、憲法前文にい う 「国民」に 「信託」 され、「国民」によって 「権威」

を与え られ るべき 「国政」上の 「権力」行使であると言えるか らである。

このよ うに、行政権 の発動には原則 として組織法的 ・作用法的授権 を要す るが、それ （特

に作用法的授権）を要 しないことにっいて行政機関が立証出来た場合、例外的に授権無 し

に発動 出来ると解 される。ひ とつには、行政権の発動に厳密 な法律 の授権 を求めることに

よって、かえって法律 の授権を導 く人権保障が脅かされるよ うな場合が考えられる （規律

を求めることの弊害、法律 の授権 とい う手段の 自己目的化の排除）12。また、行政権 の発動

といって も些事 ・非本質的な事柄 についての ものであるな らば、それにまで法律の授権を

11こ の点で、平成3年7月9日 の最高裁判決 （監獄法施行規則 に基づ く面会不許可処分取

消請求事件、最三判平3・7・9民 集45・6・1049） 以降、命令が法律の委任の範囲を逸脱

している、または、命令 として許 され る範囲にない、とする最高裁判決 が続いていること

が注 目される。

そこでは、命令 による自由の制限 （前掲面会不許可処分取消請求事件 など）、給付 を受け

ることのできる者の限定 （児童扶養手当資格喪失処分取消請求事件、最一判平14・1・31

民集56・1・246） 、参政権の制限 （解職請求署名簿無効決定異議i申立棄却決定取消請求事

件、最大判平21・11・18民 集63・9・2033） など、自由権、社会権、参政権 といった様 々

な型 （イエ リネ ックの 「地位論」 にい う消極的地位 、積極的地位 、能動的地位 とい うく受

動的地位 ＝義務を除 く〉全ての型）の権利保障について、法律の授権 を越える命令制定が

違法 とされているのである。また、最高裁は、医薬品ネ ット販売の権利確認等請求事件 （最

二判25・1・11） において、第一i類医薬品 （薬事法36条 の3第1項1号 ）、第二類医薬品

（同項2号 ）に係 る郵便等販売を一律に禁ずる命令を、「立法過程 における議論 をもしん し

ゃ く」 した上で、違法、無効 とした。

このように、最高裁 は、行政の 「立法」行為に対する法律 による授権にっいて、「立憲主

義」 と 「民主主義」の両方の観点から統制 を強める傾向を示 しているのである。
12例 えば、生命 ・健康に甚大な被害を及ぼす新種の感染症について、必要な授権規定がな

いため、有効な対策を行 えない、 といった緊急事態 にあたる場合や、逆に、役所 の窓 口相

談が、授権規定がないので行えず、市民が適切 な申請を出来ない、 といった 日常的な （非

権力的）事実行為にあたる場合等が考 えられ よう。
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求めると、議会に加重負担 を課す こととな り、かえって必要 な立法活動 に支障が出る、と

い うよ うな場合 も考えられよ う （規律過剰 による弊害の排除）。

（2） 法律による規律 ・覇東

明治憲法下では、特定事項 に関す る行政権の発動が法律によって根拠づけられ ることだ

けが問題 となり、その根拠法律が どの程度まで規律を及ぼ しているかは問われなかった （包

括的授権 も否定 されない）。それに対 し、 日本国憲法下では、行政権の発動について、法律

による授権のみならず、法律による具体的規律 ・覇束、つま り、行政作用の内容やそれを

実施す る方法 ・手続が法律 によって具体的に定められていることが求められる。なぜ なら

ば、 「民主主義」の内容的正統性の要請か ら、行政作用が内容的に見て 「国民に由来」 して

いると言い得 るためには、それが 「全国民」を 「代表」す る議員で組織 され る （43条1項 ）

国会が議決 した法律によってあ らかじめ十分具体的に定め られていなければならないか ら

である。また、「立憲主義」の要請である権利保障は、「裁判所 において裁判を受ける権利」

が認 め られていることにより （32条）、最終的に裁判所 によって確保 される。裁判官 は 「憲

法及び法律にのみ拘束 される」のであり （76条3項 ）、国民に とって重要な権利 の保障が裁

判所によって実効的に行 われ るために、国会は裁判官 による権利保 障の際の判断基準 を整

える義務、つま り行政作用の内容やそれを実施す る方法 ・手続を法律によって具体的に定

める義務 を有する。国会が裁判官の判断基準の策定、法律による具体的規律 ・覇束から逃

避す ることは、許 されないのである。

その際、どの程度まで法律によって具体的に規律 ・覇束 しておかなければな らないかは、

困難な問題である。それについては、例 えば、 ドイツにおいて1970年 代に連邦憲法裁判所

の判例 ・学説で採 られ るよ うになった 「本質性理論（Wesentlichkei七s七heorie）」が、法律に

よる根拠づけだけでな く法律 の規律密度をも問題に したが、それ によると、「本質的」事項

にっいては行政に委ねず議会 自身が決定 しなければな らない13、とされる。同理論は、日本

の多 くの行政法研究者 によって支持 されているが、「民主主義」の事項的 ・内容的正統性の

要請か ら見ても、また、人権 にかかわる事項が 「本質的」事項であるため 「立憲主義」か

ら見ても、 日本国憲法 に適合的であると言い得 る14。

・3「本質性理論」の最 も詳細な紹介 として、大橋洋一 『現代行政の行為形式論』（1993年 、

弘文堂）1～67頁 。

ドイツにおいて、通説である 「本質性理論」に対 して、何が 「本質的（wesen七1ich）」であ

るかを明確化することが困難 であるとの批判が加 えられることがある。このような批判に

対 しては、特定の事項が 「非本質的」であることを示す ことは可能であって、それ故、「本

質的／非本質的」は法的カテゴリーとして機能 し得 るのであ り、また、「非本質的」である

ことの立証を行政に負わせ るとい う構造が重要である、 との反論がなされている。
・4こ の点で、国家公務員に禁止 される政治的行為の定 めを人事院規則 に授権 している国家

公務員法102条1項 の規定は、法律による具体的規律 ・覇束を欠いてお り、問題であろう。

しかしながら、最高裁は、「猿払事件判決」において、当該人事院規則が、国家公務員法102

条1項 に基き、一般職 に属す る国家公務員の職責に照 らして必要 と認め られる政治的行為

の制限を規定 したものであるか ら、実質的 に何 ら違法、違憲の点は認め られないばか りで

8

- 16 -



皿生存権の法律による具体化 と憲法一国会 と裁判所

憲法25条1項 の保障す る生存権は、憲法によってあらか じめ保障 されてお り、国会は、

それ を具体化す る立法に際 して、国民が 「健康で文化的な最低限度の生活を営む」ことを

可能にす るよ う義務付 けられている。生存権保障は、様 々な法律 によって具体化 されてい

るが、生活保護法はその最も重要なものの一つである。

1． 法律 による生存権の具体化 と 「法律 による行政」原理一 「本質的」事項の規定

法律 による生存権の具体化 についても、 日本国憲法下の 「法律 による行政」の原理がそ

のまま妥当する。法律 による授権 について、憲法が保障す る生存権 を実現すべ く行政機関

が保護 を行 うには、法律 によって、組織法的授権のみな らず、原則 として、作用法的授権

が行われなければな らない。 したがって、生活保護法は、生活保護 の 「本質的」事項を規

定す るものなのであ り、具体的な行政機関に生活保護 を行 う権限 を与えると同時に、生活

保護についての具体的規律 ・覇束、つま り、生活保護 の内容やそれ を実施す る方法 ・手続

の具体的定めを行 うものなのである。

2． 生存権 の具体化についての立法者 の義務 と裁判所 による審査一 ドイ ツにおける司法実

務

それでは、国会 が生活保護 の内容 ・手続の具体的定めを行 うにあたって、憲法はどの よ

うに義務づ けているのであろうか。また、裁判所は、国会が果たすべき憲法上の義務 につ

いて、どのように審査すべきなのであろ うか。 この問いについては、裁判所が憲法によっ

て 「人間の尊厳に価す る生活 の最低限を保障す る基本権」が保障され ていると解釈 し、そ

の法律による具体化について審査 をおこなった、 ドイツにおける裁判実務が、適切 な比較

対象 とな り得 る。 ドイツ法 との比較 は、前述 した 「法律 による行政」についての 日本公法

とドイツ公法の相似性からして も、ふ さわ しい と言い得 る。

（1） ドイツ連邦憲法裁判所判決 一生活の最低限を保障す る基本権の下における立法

ドイツ連邦憲法裁判所は、2010年2月9日 の判決 において、2003年12月24日 （2005年

な く、当該人事院規則 には国家公務員法の規定によって委任 された範囲を逸脱 した点も何

ら認 め られず、形式的にも違法ではない、として、憲法31条 違反の主張を斥けた。 この点

で、同判決の大隅裁判官他3名 の反対意見において、国会が、法律 自体の中で、特定の事

項に限定 してこれに関する具体的な内容 の規定を他の国家機関に委任す る場合、その具体

的な定めがほ しいままにされ ることのない ように 「当該機関を指導又は制約すべき目標、

基準、考慮すべ き要素等」 （傍点は鑑定者 による）を指示す ることが求められる、としてい

ることに留意す る必要がある。 （最一判昭33・5・1刑 集12・7・1272） 。

注 （11）で示 された最高裁 の近年 の傾向が、法律による規律 ・覇束 に対 して、 どのような

影響、変化 をもた らしてい くのかについて、見守ってい く必要がある。その点で、最高裁

が、前掲医薬品ネ ッ ト販売の権利確認等請求事件判決において、薬事法授権の趣 旨を、第
一類 ・第二類医薬品に係 る郵便等販売を一律に禁止す る旨の命令制定までをも委任するも

の として、「規制の範囲や程度等に応 じて明確であると解す るのは困難である」 （傍点は鑑

定者による）、 と判示 した ことが注 目され る。
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1月1日 発効）のハルツ第4（HarzlV） 法 による求職者の基礎保障給付金の算定法方式で、

社会法典第2編 に基づ く求職者の子供に対する給付額について、成人に対する給付金の60

～80％ と一律 に決 めていた こと等 を、人間の尊厳に価す る生活 の最低限をカバーす る額に

達 しておらず、憲法に違反するとした。

同判決は、立法者の憲法上の義務について、まず、「人間の尊厳に値す る生活 の最低限を

保障す る基本権 は、基本法20条1項 ［社会国家原則］ と結びっいた基本法1条1項 ［人

間の尊厳］から生 じ15」、「立法者が、生活の最低限を規定す る憲法に適合する義務を十分に

果たさなけれ ば、立法は、不足 して形づ くられた範囲で憲法に違反する16」、 とす る。

そ して、 「基本法1条1項 から生 じる給付請求権」が、 「憲法に よって前 もって与え られ

てい る」、 としっつ も、その内容 について、「この請求権の範 囲は、需要の性質 と需要に必

要な手段を顧慮すれば、直接 には憲法か ら導き出されない。この範囲は、人間の尊厳 に値

す る生存に必要なものに関す る社会の見方、保護 を必要 とする者 の具体的な生活状況及び

その都度の経済的 ・技術的所与に依存 し、それに従って立法者によって具体的に規定 され

るものである。基本法20条1項 の社会国家原則は、立法者 に、社会的現実 を、時代 と実

情にふ さわしく、人間の尊厳 に価する生活の最低限の保障に関 して、把握す るよ う促す。

保障は、例えば、技術化 された情報社会 においては、それ以前 と比べて、異なって現れる17」、

とい う。

また、「請求権 の具体化」の方法及び手続について、 「立法者 は、全ての生活 に必要な費

用を、首尾一貫 して（folgerichtig）、透明なそ して事項にふさわしい手続 において、実際の需

要に従って、測 らなくてはな らない。」 「基本法 は、立法者 に対 して、そのために、特定の

方法 を定めていない。立法者 は、方法 を、む しろ、有用性 と事項適合性の枠内で、自ら選

択 してもよい。但 し、選ばれた方法からの逸脱 には、事柄に即 した正当化を要す る」 とし、

「そのよ うな形で見出された結果 は、絶え間なく点検 され、 さらに発展 されなければなら

ない18」、 とい うのである。

（2） ドイツ連邦憲法裁判所判決一裁判所 による審査のあ り方

次に、同判決は、裁判所の行 う審査について、まず、最低 限保障の内容審査に関して、「生

活の最低限を測るにあたって立法者に与えられている形成の余地 には、連邦憲法裁判所 に

よる法律規定の控 えめなコン トロールがふ さわ しい。基本法 自体 は請求権の正確な見積 も

りを与えていないので、一 結果に関 して一 実質的なコン トロールは、給付が明白に不

十分であるか否 かに限 られ る」、 とする19。

また、方法 ・手続審査について、「この明 白性審査に委ね られる実質的変動幅の内側では、

人間の尊厳 に価す る生活の最低限を保障す る基本権は、定量化できる基準値を提示するこ

15BVerfGE125
，175（222） ．

16BVerfGE125 ，175（224） ．

17a ．a．0．

18BVerfGE125
，175（225） ．

19BVerfGE125
，175（225f． ）．
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とはできない。だか らこそ、この基本権は、給付の量定について、それが基本権の 目標に

ふ さわ しい ものとなるか、量定の基礎 と方法 をコン トロールすることを要求す る。また、

それ故に、基本権保護は、生活の最低限を産出す る手続に及ぶ。なぜな らば、結果のコン

トロ・一ルが、限定的にのみ可能だか らである。基本権の重要性にふ さわ しい法律による保

護給付についてあとづ け可能性（Nachvollziehbarkeit）を保障す るために、及び、それを裁

判所が コン トロールす ることを保障するために、給付の確定は、信頼できる数値 と筋道の

立った算定手続の基礎 の上 に、支えることができるように正 当化 されなければならない2°」、

とい う。

最後に、要約 して、「連邦憲法裁判所は、立法者が、人間の尊厳 に値す る生存を保障する

とい う目標 を、基本法20条1項 と結びっいた基本法1条1項 にふさわ しくなる仕方 で把

握 しかつ画定 したか否か、立法者 が、その形成余地の枠内で、生活の最低 限の量定に根本

的に向いてい る算出手続 を選んだか否か、立法者が、必要 な事実を、本質的に、完全かっ

適切に算定 したか否か、そ して、最後に、立法者が、あらゆる算出段階において、あ とづ

け可能な数値によって、選 ばれた手続及びその構造原理の範囲内において、是認 できる枠

内で行動 したか否かを、審査する21」、 とす るのである。

3． 「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」の具体化にっいての国会の義務 と裁判所

による審査

日本の公法学説 を基礎 としつつ、 ドイツにおける裁判実務を比較 ・参照 した場合、 日本

国憲法下における生存権の具体化 についての国会の義務 と、それについての裁判所による

審査 とについて、 どのような憲法的帰結が導かれることになるのであろ うか。

（1）生存権の具体化についての国会の義務

まず、 日本国憲法下における国会の義務 についてである。 日本 国憲法25条1項 が保障

す る生存権は、学説が一致 して認 めるよ うに、憲法によって国民に前 もって与 えられた権

利である。憲法が国民に保障す る人権の不可侵性及び憲法の最高法規性 （98条 ）からし

て、国会 は、この権利 を具体化す る立法に際 して、国民が 「健康 で文化的な最低限度の生

活を営む」 ことを可能にするよ う義務付 けられている。国会 が、憲法 よる義務を果たさな

けれ ば、連邦憲法裁判所の判決 がい うよ うに、立法はそれに不足 して具体化 された範囲で

憲法 に違反する。

そ して、「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」の内容 について、日本の学説が強

調す るように、「健康で文化的な最低限度 の生活」は一義的に定まっているものではなく、

その都度、客観的に定め られ るものである。 したがって、国会による生存権 の具体化は、

連邦憲法裁判所 の判決で示 されているように、保護 を必要 とする者 の具体的な生活状況、

その都度の経済的 ・技術的条件及び 「健康で文化的な最低限度の生活」 についての社会の

見方な どに即 して、客観的に行わなければならない。つま り、国会 は、生活保護法 を通 じ

20B▽erfGE125 ，175（226） 、

21a ．a．O
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た 「健康で文化的な最低限度 の生活 を営む権利」の保障に関して、時代 と実情に照 らして、

社会的現実を把握す る義務を負 うのである。

また、 「健康で文化的な最低限度の生活 を営む権利」を法律によって具体化す る場合、 日

本 と ドイツにお ける 「法律 による行政」の考 え方か らすれば、 「本質的」事項、すなわち、

「健康で文化的な最低限度の生活」を保障す る活動を実施す る権限を具体的な行政機関に

与 えると同時に、実施する内容及び方法 ・手続についても具体的な定めを行わなければな

らない。 この定めが憲法上の権利 を具体化す る、「民主主義」 と 「立憲主義」にかなった、

本質的な事柄を規律するものであると言い得るには、国会 は、「健康で文化的な最低限度の

生活」を、連邦憲法裁判所判決 で指摘 されているように、全ての生活に必要な費用 を、首

尾一貫 して、実際の必要 に即 して測 ることができるよ うな方法を採 り、それを実施する透

明で客観的な手続を定め、それ らを適正に遂行 しなければならない。この選択 された方法 ・

手続か らの逸脱 については、事柄に即 した正当化を要す る。

さらに、25条1項 の保障す る生存権が、 日本の学説が指摘する とお り、客観 的に定ま

ってはい るが、その都度、具体化 され るものであるため、連邦憲法裁判所判決で述べ られ

ているよ うに、保障の結果 は、国会によって絶えず点検 され、発展 させ られなければなら

ないのである。

（2）裁判所による審査のあ り方

次に、 日本国憲法下における裁判所による審査についてである。 日本 の学説が述べ ると

お り、何 が 「健康で文化的な最低限度の生活」であるかは一義的に定まっているものでは

ないため、その内容 の決定には国会 の裁量が認 められ る。 したがって、まず、国会 が行 っ

た最低限保障に対す る裁判所による内容審査に際 しては、連邦憲法裁判所判決 がい うよう

に、保護が明白に不十分であるか否かが問われ る。法律 によって与えられた保護によって

は 「健康で文化的な最低限度」を明らかに下回る生活 しか営むことが出来ない事例が頻発

すれば、法律は違憲 と判断 されよ う。

このよ うに 「健康で文化的な最低限度の生活」が一義的に定められていないため、裁判

所 による内容上のコン トロールは限定的に しか行 えない。だか らこそ、裁判所 は、測定の

方法及び手続 を、憲法上の権利 を取 り扱 うのにふさわ しい仕方で、審査す る必要がある。

すなわち、連邦憲法裁判所の判決で示 されてい るよ うに、国会が 「健康で文化的な最低限

度 の生活」 を測 るのにふ さわ しい方法 を採ったか否か、最低限を測 るのに根本的に向いて

い る算出手続 を選んだか否かが、審査 されな くてはな らない。そ して、裁判所は、採 られ

た方法に基づいて、必要 な事実が、本質的に、完全かつ適切 に測 られたか、その測定があ

とづけ可能な数値によって、適正な手続 において行 われたかを厳密 に審査す る。特に、一

旦選択 された方法 ・手続か らの逸脱 については、それが合理的なものとして正当化 できる

かが厳 しく審査 され る。

さらに、国会が法律で方法及び手続 についての本質的事項 を規定 し、その運用が行政 に

委ね られている場合、立憲民主制における 「法律による行政」の原理をめぐる日本 の公法
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学説 と、行政 「立法」に対す る法律の委任について統制 を強めている最高裁判所の判例22と

に基づけば、裁判所は、行政による運用が、憲法の趣 旨と国会の本質的決定に合致 して行

われたか否について、「健康で文化的な最低限度 の生活」を保障する活動の内容及び方法 ・

手続のそれぞれ を審査する。特に、方法 ・手続については、首尾一貫性 とあとづけ可能性

の審査が厳格になされねばならないのである。

IV生 活保護法の解釈

生活保護法は、前述 した ように、憲法が保障す る生存権を具体化する法律の最 も重要な

ものの一つである。 したがって、同法の解釈は憲法に定位 し、それに適合す るよ うになさ

れな くてはな らない。

1． 生活保護法8条2項 の憲法適合的解釈

生活保護法では、「日本国憲法第二十五条に規定す る理念に基き、国が生活に困窮するす

べての国民に対 し、その困窮の程度 に応 じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活 を保

障す るとともに、その 自立を助長す ることを目的 とする」 （法1条 ） とされ、憲法25条

への定位 が明示 されている。

そして、 「法律 による行政」 に関 して、同法は、 「保護」の 「基準」を定める権限を厚

生労働大臣に与 え （法8条1項 ）、 「保護」の 「決定」 と 「実施」 を行 う権限を 「都道府

県知事」、 「市長」、 「福祉事務所」を管理する 「町村長」に与えてお り （法19条1項 ）、

組織的授権がなされていると容易 に解 し得る。

これに対 し、同法 に、作用法的授権、 「保護」についての具体的規律 ・覇束、っま り、「保

護」の 「基準」及び 「程度」 に関 してその内容やそれを決 める方法 ・手続についての具体

的な定めを見出す ことは、組織法的授権 の規定を見出す ことに比べて、容易ではない。そ

れでは、生活保護法は、憲法の求める 「法律による行政」の水準 を充た していない違憲の

法律なのであろ うか。

この違憲の疑いを回避 しようとすれば、「保護」の 「基準」及び 「程度」の原則 を定めた

生活保護法8条2項 を憲法適合的に解釈することによって対応す るしかない。すなわち、

同項は、厚生労働大臣の定める 「基準」が、 「要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所

在地域別その他保護iの種類 に応 じて必要な事情 を考慮 した最低限度の生活 の需要を満 たす

に十分 なもので あつて、且つ、これ をこえない ものでなければな らない」 とす るが、ここ

に生活保護 の 「基準」及び 「程度」の内容やそれを決 める方法 ・手続 にっいての具体的な

定 め、っまり国会の 「本質的」決定を見出そ うとす るのである。

生活保護法8条2項 のこのよ うな解釈 が許 されか否かは、それが 「法律 による行政」の

意義にかなっているかどうかによる。そ して、この判断においては、「法律による行政」が

日本 国憲法下の 「立憲主義」（特に 「権利保護」） と共 に 「民主主義」 に由来す るものであ

22本 鑑 定書注 （11）参照。
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るため、同法の提案か ら決定に至 るまでの立法過程 における議論が重視 される23。

その点で、第一に注 目されるのが、同法案 の提案理由 ・趣 旨である。

「生活保護i法案提出理由説明」においては、同法案が、昭和21年10E1日 に （すな

わち 日本国憲法施行前 に）施行 された旧生活保護法を、「強化拡充 してよりよき制度た らし

めよ うとす るもの」であ り、「いわば生活保護法改正案 とも申すべきもの」であるとされ る。

すなわち、 旧法が、「終戦直後の国内情勢の極 めて混乱 してお ります る際に急遽発足せ ざる

を得ませんでしたために、各般の基礎的研究の完成を侯つ暇なく、取 り敢ず当時存在いた

しました救護法等の形式を利用 し、 これを換骨奪胎 して新たなる制度 といた しま したため

に、新 しい理念をもるに相雁 しい新 しい形式 を十分に整備す ることが出来なかった」ため、

政府 は、 「生活保護法の全面改正 を提案する」こととなった とい う。そして、「改正」の主

なる点の第一に掲げられ るのが、「制度を憲法第二十五條の想定にもられた国民の生存権保

障の理念 を体現す るに相磨 しいもの としたこと」である。すなわち、旧法の下にお ける 「保

護」の 「実施 の殆 ど全部が行政機関の広い範囲の自由裁量に委ね られ」、 「保護 の範囲、保

護の方法等、保護の内容」が、総て 「政令以下の命令等で定められている」が、「この様 な

行き方は建前の問題 としてこれを眺めた場合望ま しいものでない」。 よって、今回の改正で

は、第一章総則において、 「国民は一定の要件の下においてこの法律 による保護を当然に受

ける権利 ある旨を明らかに」すると同時に、第二章保護の原則、第三章保護の種類お よび

範 囲、第五章保護の方法等において、「この法律に依って行われる保護の内容 を法律 に於て

規定す る」 こととしたとい うのである24。

次に、 旧生活保護法10條 「保護は、生活 に必要な限度 を超 えることが出来ない」が、

現行生活保護法8条 に改正 され る趣旨25について、まず、 「生活保護法案逐条説明」におい

て、 「この法律における保護の実質 をなす ところの保護 の基準及び程度は如何 に して定め、

如何なる程度のものでなければな らないかとい うことにっいての基本原則 を明らかに した

ものである」 とされ る26。そ して、 「保護の実体をなす ところの基準及び程度の定め方 にっ

いて、もっと具体的に法律に規定すべきではないか とい う異論も生ず ると思 うが、最低限

度の生活 の基準の定め方 を明確 に具体的に規定す るこ とは、技術的に殆 ど不可能 に近 く、

23こ の国会における議論 に定位 して法律の意味を解釈 しよ うとす る態度は、最高裁が、前

掲医薬品ネ ッ ト販売の権利確認等請求事件 において、命令を 「立法過程 における議論 をも

しんしゃく」 した上で、違法、無効 としたことと （注 （11））、軌 を一にす ると言い得る。
24寺 脇隆夫編 『生活保護i法基本資料 第5巻 《資料集 戦後 日本の社会福祉制度1》 』（柏

書房、2012年 ）177～180頁 。
25法 案の趣旨については、厚生省社会局が国会審議 のために作成 した 「説明資料」の中で、

「生活保護i法案逐条説明」 と 「生活保護i法案質疑応答」が参照 されるが、これ ら二つの資

料 には 「立案当局者の立法意思 とでもい うべき内容が見 られ」 る、 とされている （寺脇隆

夫 「解説 生活保護法 （新法）の制定 と施行直後の状況」同編 『生活保護法基本資料 第

4巻 資料集 《戦後 日本 の社会福祉制度1》 』 （柏書房、2012年 ）14頁 ）。
26寺 脇隆夫編 『生活保護法基本資料 第6巻 資料集 《戦後 日本 の社会福祉制度1》 』（柏

書房、2012年 ）333～334頁 。
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却って固定化す る虞があるので、この程度の抽象的な規定により情勢に即応 した融通無凝

なる運用 をはからん とす るものである」 とい う。また、 「生活保護法案質疑応答」において

は、 「基準の設定」にっいて、それが 「相当複雑且つ技術的なものであるか ら、常置研究機

関を置 くならばとも角、諮問機 関の程度では実効が期待できない。厚生大臣が決定す るに

してもできる限 り各方面の調査研究機関の協力を求 めて最 も合理的に決定するものである」

とされている27。

第二に、提案理由 ・趣 旨と並んで重要なのが、同法案8条2項 についての国会における

審議 である。特に、昭和25年3月25日 衆議院厚生委員会において、青柳一郎議員 の 「日

本 においていわゆる最低生活 とはいかなるものであるか。最低生活の基準 をいかなるとこ

ろに置 くべきか とい う問題で ございます。 この問題につきま して、御 当局の御所見を承 り

たい と存 じます」、 との質問に対す る、木村忠二郎 ・政府委員 （厚生省社会局長）の答弁

が注 目され る。木村委員は、 「現在の最低生活が どの程度のものでなければならぬか とい

うことにつきましては、客観的には一応 きまったものがあるもの とい うふ うに考 えられる

のであ りますが、これが どこに線 を引くべ きであるかとい うことについて、現在の状況 と

いた しま して、はっき りここだ といわれ る的確 なる資料がまだできてお らないのであ りま

す。従いま してわれわれ といた しま しては、この最低生活 の線 とい うものは、でき得る限

り高い線 まで持 って行きたい。 もちろんこれは国民の平均の生活水準 とい うものまで達す

ることはできない とい うことは当然 であ りまするが、それは平均の水準 に達 します るどの

程度の ところまでが、その最低基準になるかとい うことにっきましては、まだ十分なる研

究ができてお りません。従いま して現在では、できるだけ従来の基準をなお合理的に高い

基準にまで引上げるとい うふ うに努力す るとい うのが、 この際われわれ としま してはや ら

なければな らぬことである とい うふ うに考 えている。 もちろんそれ と並行いた しま して、

最低生活 の基準を確立するとい う面にはできるだけ努力 したい と思ってお ります」、 とした。

これ らの立法過程における議論 から、厚生労働大臣の定 める 「基準」は、 「要保護者 の

年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護 の種類 に応 じて必要な事情 を考慮 した

最低 限度 の生活の需要 を満たすに十分なものであつて、且つ、これ をこえない ものでなけ

ればならない」 との規定について、以下の ことが明らかになる。

（1）昭和25年 施行の生活保護法は、日本国憲法施行前の昭和21年 に施行 された旧生活保

護法が憲法25条 で想定された 「新 しい理念 をもるに相雁 しい新 しい形式 を十分 に整備す

ることが出来なかった」ために、それを 「憲法第二十五條の想定にもられた国民の生存権

保障の理念 を体現するに相雁 しい」制度に 「全面改正」 したものである。

（2）生活保護法は、旧法の下における 「保護」の 「実施の殆 ど全部が行政機 関の広い範囲

の 自由裁量に委ね られ」、「保護 の範囲、保護の方法等、保護 の内容」が、総て 「政令以下

の命令等で定 められてい」たことが 「望ま しいものでない」ため、生活保護法では、 「保護

の内容 を法律に於て規定する」よ うにした。

27寺 脇 編 ・前掲注 （26）380頁 。
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（3）旧生活保護法10條 「保護 は、生活に必要な限度 を超えることが出来ない」が、現行

生活保護法8条2項 で、厚生労働大臣の定 める 「基準」が 「要保護者の年齢別 、性別、世

帯構成別、所在地域別その他保護 の種類 に応 じて必要な事情を考慮 した最低限度の生活の

需要を満 たすに十分なものであつて、且つ、これ をこえないものでなければな らない」 と

改正 された ことにより、 「保護の基準及び程度は… 如何なる程度のものでなければならな

いか とい うことにっいての基本原則」が 「明 らかに」 された。

（4） 「保護の実体をなす ところの基準及び程度の定め方について」、「この程度の抽象的な

規定」 としたのは、「最低限度の生活の基準の定め方を明確 に具体的に規定することは、技

術的に殆 ど不可能に近 く、却って固定化する虞があ」 り、規律 を求 めることによるそのよ

うな弊害を排除す るためである。

（5）厚生労働大臣が行 う 「基準の設定」については、それが 「相 当複雑且つ技術的なもの

であ」 り、 「諮問機 関の程度では実効が期待できない」ため、 「厚生大労働臣が決定す るに

して もで きる限 り各方面の調査研究機 関の協力を求めて最 も合理的に決定」 しな くてはな

らない。

（6） 「現在 の最低生活が どの程度のものでなければなら」ないかは、「客観 的には一応 きま

ったものがある」が、「これが どこに線 を引くべ きであるかとい うことについて」、「はつき

りここだ といわれ る的確なる資料がまだできて」お らず、その把握は困難 である。

（7） 「最低生活 の線」について、その把握の困難 さを前提 に、それが 「国民の平均 の生活

水準」まで達するものではないことに留意 しつつ、確実に 「最低生活」 を上回るものとな

るよう、「でき得 る限 り高い線」、「合理的に高い基準にまで引上げ」ようとす るものである。

（8） 「最低生活の線」の把握 の困難 さの故に、「最低生活の基準を確立する」「努力」を絶

えず続 けていかなければならない。

以上の ことか ら、生活保護法8条2項 は、「基準」及び 「程度」の内容及びそれ を決める

方法 ・手続 についての具体的な定め、つま り国会の 「本質的」決定 として憲法適合的に解

す ることができるのである。

2． 生活保護法8条2項 の憲法適合的解釈の帰結

生活保護法8条2項 を憲法適合的に解釈 し、「要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所

在地域別その他保護 の種類に応 じて必要な事情を考慮 した最低限度の生活の需要 を満たす

に十分なものであつて、且つ、これをこえない」との規定が、 「保護」の 「基準」及び 「程

度」の内容やそれ を決定す る方法 ・手続 についての具体的な定め、国会 の 「本質的」決定

であると解す ると、行政が行 う 「保護」について、またそれについての裁判所による審査

について、以下のような帰結が生 じる。

行政機 関は、行 う 「保護」の内容が、 「最低限度の生活の需要」 を一義的に定めることが

困難だ としても、 「国民の平均 の生活水準」に達す るように高い ものであってはな らない

との限定の下で、 「最低限度の生活の需要を満たすに十分なもの」 となるようにしなければ
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な らない28。内容形成にあたっては、国会 の本質的決定 として同項で列挙 された 「要保護者

の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類 に応 じて必要な事情」に即 し

て、それ を行わなければな らない。そ して、 「要保護者の年齢別、性別 、世帯構成別、所

在地域別その他保護の種類に応 じて必要な事情 を考慮 した最低限度の生活の需要 を満たす

に十分 なもの」 を、首尾一貫 して、実際の必要に即 して測 ることができるような方法 と、

それを実施する透明で客観的な手続を採 らな くてはならない。適正な方法、透明で客観的

な手続 を確保す るために、それに適 うよ うに、できる限 り各方面の知見を集 め得 る人的 ・

組織的配置 をし、厚生労働大 臣の具体的決定を最 も合理的にする基礎 としな くてはならな

28こ の点について、岡田幸人は、本鑑定の見解 とは異な り、以下のよ うに説 く。 「法3条

によれば、法により保障 され る最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持するこ

とができるものでなければな らず、法8条2項 によれば、保護基準も、要保護者の最低限

度の生活の需要を満たすに十分なものでなければな らないが、他方で、『要保護者の年齢別、

性別、世帯構成別、所在地域別その他保護 の種類に応 じて必要な事情を考慮 した最低限度

の生活の需要を満たすに十分な ものであって、且つ、これ をこえない ものでなければなら

ない。』 （下線部 ・筆者） ともされていることか ら、保護基準が上記 『最低限度の生活の需

要』を超 えているとい うのであれば、当該保護基準は法8条2項 に反す るものといわ ざる

を得ず、それに基づ く保護決定も報疵 を帯びるとい うことになると考えられ る。」（同 「生

活扶助の老齢加算の廃止 を内容 とす る生活保護法による基準 （昭和38年 厚生省告示第158

号）の改定が生活保護法3条 又は8条2項 の規定に違反 しない とされた事例」法曹会編 『最

高裁判所判例解説民事篇 平成24年 度 （上） （1A～2A分 ）』 （2015年）所収291頁 ）

しか しなが ら、「最低生活」の基準の設定が困難であることを前提に、「最低生活」が 「国

民の平均 の生活水準」まで達す るものではないことに留意 しつつ、設定 され る 「生活保護

基準」が確実に 「最低生活」を上回るものとなるように しよう、 とい う国会における議論

か らすれば、 「最低限度の生活の需要」が把握できるとの前提に立って、それ を超える 「保

護基準」が生活保護法8条2項 に反 し、それに基づ く保護決定も蝦疵 を帯び るとす る岡田

の見解 を採 り得 る余地はなく、本鑑定のように理解する他 ない。岡 田の解釈は、 日本国憲

法制定以前に施行 された旧生活保護法の10條 （「保護は、生活に必要な限度を超 えること

が出来ない。」）に対 しては、妥当 し得る余地があるか もしれないが、現行の生活保護法8

条2項 の解釈 としては、全 くの無理筋である。

ところで、岡田は、上記の叙述に続けて、堀木訴訟最高裁判決 を引用 しっっ、 「最低限

度の生活」の具体的内容が、その時々における経済的 ・社会的条件、一般的な国民生活 の

状況等 との相関関係において判断 されるべ きものであるか ら、 これを保護基準 において具

体化す るにあたっては、高度 の専門技術的な考察 とそれに基づいた政策的判断 を必要 とす

るものである として、具体化 にあたっては厚生労働大臣に専門技術的かつ政策的な見地か

らの裁量権が認 められるので、大臣が生活保護法8条2項 を文字通 り適用する必要はない

とい う （岡田 ・同上291～291頁 ）。 しか しなが ら、引用 された堀木訴訟最高裁判決は、立

法府 の広範な裁量について説いている箇所であり、生活保護法8条2項 の文言の解釈 と厚

生労働大臣によるその適用について同判決 を援用することは、全 く意味をなさない。そ し

て、仮に岡田の主張す るように、保護基準が 「最低限度 の生活 の需要」を超 えていれば生

活保護法8条2項 に反す るとい うのであれば、何故厚生労働大臣にその法律規定に違反 し

て行動す る裁量権があるのか （明治憲法下で既に妥当していた 「法律の優位」に反する）。

全 く意味不明である。

岡田の生活保護法8条2項 解釈 は、調査官解説 として提起 されているものであるにもか

かわ らず、完全に破綻 していると評さざるを得ない。
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い。方法 ・手続の確立にあたって も、同項 で列挙 された 「要保護者の年齢別、性別、世帯

構成別、所在地域別その他保護の種類 に応 じて必要な事情」の観点が重視 されなければな

らない。一旦選択 され、採 られた方法 ・手続か ら逸脱する場合には、その合理的な正 当化

が求 められる。 さらに、行政機関は、「保護」が 「「最低限度 の生活の需要を満たすに十分

な もの」 となってい るか、絶えず点検 し、 「最低生活の基準を確立」す る努力を しなければ

な らないのである。

裁判所は、行政機関が行 った 「保護」の内容が、明白に 「最低限度の生活 の需要を満た

すに十分なもの」でないかどうかを審査す る。裁判所で取 り扱われる事案を含め、 「最低

限度の生活の需要 を満たすに十分なもの」を明 らかに下回る保護 しかなされていない事例

が頻発すれば、厚生労働大臣の定 めた 「基準」は違法 と判断され る。そ して、裁判所は、

行政機関が 「健康で文化的な最低限度の生活」を測 る方法 ・手続について、それが 「最低

限度の生活の需要 を満たすに十分なもの」 となるように具体化 されているかを審査す る。

また、裁判所は、採 られた方法に基づいて、「最低限度の生活の需要を満たすに十分なもの」

を測 るのに必要な事実が、本質的に、完全かっ適切 に測 られたか、その測定があとづけ可

能な数値 によって、適正な手続 において行 われたかを厳密 に審査す る。その際、具体的な

測定 にっいて、それが適正 な人的 ・組織的配置 の下になされたか、国会の本質的決定 とし

て同項で列挙 された 「要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護 の種

類 に応 じて必要な事情」の観点が重視 され ているか、それ らが相対化 されていないかが、

厳 しく審査 され る。 さらに、一旦選択 された 「最低限度の生活の需要 を満たす に十分なも

の」 を測 る方法 ・手続か らの逸脱があった場合には、行政機 関がそれ を合理 的なもの とし

て正当化できるかが、特に厳 しく審査 され ることとなる29。

V生 活保護法8条2項 と社会保障制度改革推進法

2012年 に社会保障制度改革推進法が制定され、その附則2条 において、「政府」が行

う 「生活保護制度」 に関す る 「措置その他必要な見直 し」の一つとして、「生活扶助、医療

扶助等の給付水準の適正化 … を早急に行 うこと」 と定め られた。 この規定は、生活保護法

の解釈 ・適用 に変化をもた らすことになるのであろうか。

この社会保障制度改革推進法附則の規定は、今後 の政府 が行 う取 り組みの方向を示す も

ので、この規定は生活保護法8条2項 に変更を加 えるものではない。また、「生活扶助、医

療扶助等の給付水 準の適正化」 とい う文言 は、国民の生存権を具体化す る生活保護 の水準

29近 年、最高裁が、行政裁量の統制規準 として判断過程審査の方法 を広 く採用 し、注 目さ

れている。ここでは、裁判所が、行政機 関の提示す る判断過程 を追跡 し、他事考慮 ・考慮

遺脱 ・過剰考慮 ・過小考慮を審査すること、及び、現実の行政過程において必要な調査 ・

検討に報疵がないか どうかを審査することに、焦点が当たっている （山本隆司 「行政裁量

と判断過程審査一 その意義、可能性 と課題一 」行政法研究第14号 （2016年 ）所収参照）。

本鑑定で生活保護法8条2項 の憲法適合的解釈か ら導かれた裁判所による審査に対する帰

結は、行政訴訟における新傾向とも重な り合 うものである。
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について、「本質的」決定に価す る具体的規律 ・霧束を含んでいない。 したがって、上記の

生活保護法8条2項 の憲法適合的解釈お よびその行政機関 ・裁判所に対する帰結に変わ り

は無い。現在の所、 「生活扶助、医療扶助等の給付水準の適正化」は、生活保護法8条2項

の憲法適合的解釈 の枠内で しか行い得ない。

政府が 「生活扶助、医療扶助等の給付水準 の適正化」 を従来 の給付水準に変更を加 える

形で進めようとす る場合、そのような変更は、「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」

の具体化 にかかる 「本質的」事項であることから、法律による具体的規律 ・覇束、つまり、

「保護」 の 「基準」及び 「程度」に関してその内容やそれ を決 める方法 ’手続 についての

具体的な定めの法律改正を必要 とす る。この 「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」

を新たに具体化す る法律改正について も、皿3で 述べた国会の義務 と裁判所による審査に

関する憲法的帰結が妥当することは、言 うまでも無い。
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高 田篤 、赤坂正浩 、片 山智彦他 編訳 、K・ シ ュテル ン著

信 山社

全551頁

2009年9月

共訳

5． 越境 す る司法一 ドイ ツ連 邦憲法裁 判所 の光 と影

高 田篤 、鈴木 秀美 、棟 居 快行、 松本和彦 監訳 、Ch・ シ ェー ンベル ガー 、M・ イエ シ ュテ ッ

ト、0・ レプ シ ウス、Ch・ メ ラー ス著

風 行社

全380頁

1
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2014年9月

共訳

5．ドイツ公法学における 「ケルゼン ・ルネ ッサンス」の検討

平成24－26年 度科学研究費補助金基盤i研究 （B）課題番号24330010

研究代表者 高田 篤

全101頁

2015年3月

編著

ll学術論 文

1． ケル ゼ ンのデモ クラシー論 （一）一 その意義 と発展 可能性一

「法 学論叢 」第125巻 第3号 （47－79頁 ）

1989年6月

2． ケルゼ ンのデモ ク ラシー論 （二）一 そ の意義 と発展 可能性一

「法 学論 叢」第126巻 第1号 （84－111頁 ）

1989年10月

3． ドイ ツ統一 直前 のボ ン基本 法 （一）一 その評価 と争点一

「自治研 究」第66巻 第11号 （105－117頁 ）

1990年11月

4． ドイ ツ統一 直前 のボ ン基本 法 （二）一 その評価 と争点一

「自治研 究」第66巻 第12号 （110－122頁 ）

1990年12月

5． ドイ ツ統一直 前 のボ ン基本法 （三）一 そ の評 価 と争点一

「自治研 究」第67巻 第1号 （107－120頁 ）

1991年1月

6． 外国人の選挙権 一 ドイツ連邦憲法裁判所違憲判決の論理一

「法律時報」第64巻1号 （83－93頁 ）

1992年1A

2
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7． ドイ ツにお け る新 た なデ モ ク ラシー観 の胎 動

中核一

「法社 会 学」第44号 （200－204頁 ）

1992年4A

一 ドイツ統一の周辺／ 「平和革命」の

8， 「法治国家の再形式化」 をめぐる論争 と形式化論 ・手続化論の意義

「広島法学」第16巻 第4号 （103－130頁 ）

1993年3H

9． 戦後 ドイツにおける多数決論の展開 （一）

一 ケルゼンのデモクラシー論 （「社会学的」研究）の発展可能性一

「広島法学」第17巻 第3号 （183－214頁 ）

1993年11月

10． 戦後 ドイツにおける多数決論の展開 （二）

一ケルゼンのデモクラシー論 （「社会学的」研究）の発展可能性一

「広島法学」第17巻 第4号 （265－301頁 ）

1994年3月

11． 戦後 ドイツの憲法観 と日本における ドイツ憲法研究

樋 口陽一編 「講座 ・憲法学 別巻 戦後憲法 ・憲法学 と内外の環境」

72頁 ）

1995年6A

（日本 評論 社） （40一

12． 日本の 「憲法変遷」論の背景 一 日本の憲法状況における問題点の表れ としての一

「比較憲法学研究」第7号 （57－79頁 ）

比較憲法学会

1995年10A

13．DasParteienrechtinJapan

Mi七 七eilungendesIns七i七u七sfUerDeu七schesundEuropaeischesParteienrech七 ，

Heft6，Dezember1996（S．41－79）

1996年12月

14． シュ ミッ トとケル ゼ ンー 民主制論 にお ける相反 とそ の意義一

3

- 32 -



初宿 正典 ・古賀敬太編 「カール ・シ ュ ミッ トとそ の時代」

1997年5H

（風行社 ） （3－47頁 ）

15． 現 代 民主制か ら見 た議 院 内 閣制

役 割再検 討 の視 角 （覚 え書 き）一

「ジュ リス ト」1133号 （71－79頁 ）

1998年5月

一 「国民内閣制」論の意義 ・限界 と議会 ・内閣の

1998年5月

16． 政 党法制 の展 開 とそ の脈絡

「社 会 システ ム研 究」第2号 （15－34頁 ）

ユ999年1月

17． 民 主制 にお け る政党 と 「結社 」

「法 学教室 」226号 （82－88頁 ）

1999年7月

18． 選挙法制における 「規範衝突」

一 ドイツ選挙法制 に関す る司法審査をめぐって一

高田敏 ・畑博行編 「憲法 と行政法の現在」 （北樹出版） （279－312頁 ）

2000年2月

19． 民 主制 の展 開 か ら見た会派

「ジ ュ リス ト」1177号 （57－64頁 ）

2000年5月

20． ドイ ツにお け る法曹教 育 の中核 としての 「法 学」・「法 学部」

一 法治 国家 の前 提条件一

「法社 会学年 報」第53号 （122－145頁 ）

2000年12月

21．Die”Verwal七ungsrefor皿 ”inJapan

－Abkehrvom”SystemdesinforエnellenVerwaltungshandelns” ？

Die6ffentlicheVerwal七ung，2002． （S265－275）

2002年4月

22．DiePar七eiins七itutioninJapan

4
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DimitrisTh．Tsa七sos（Hrsg． ），30JahreParteiengese七zinDeutschland

－AspekteausWissenschaftundPolitik－
，NomosVer1． （S．301・311，321・322）

2002年5月

23． 戦後 ドイ ツにお ける 「法治 国家 」・「法 治国家 」論 の文脈 につ いて の一 考察

一裁 判所 と議会 を中心 に

初 宿正典 編 科研 報告 書 「『法 の支配 』 と 『法 治国家 』一 新世 紀統治 システ ムの型 と文脈 」

（1－21頁 ）

2005年8月

24． 憲 法 「改正 」議論 か ら何 を学ぶ か 統治 システ ム につ いて

招待

「法 学セ ミナー 」50巻12号 （6ユ2号 ） （18－23頁 ）

2005年12月

25， 議会 制 にっ いて の憲 法理論 的 ・憲法 科学 的省 察

2006年5A

「憲法 問題 」 ［17］109－130頁

26． ドイ ツ議 会制 民主主義論 におけ る議会 の位相

一連邦 議会 の解 散 を め ぐる論議 を手懸か りと して

2006年5月

「ジ ュ リス ト」1311号115－124頁

27． 生 存権 の省 察

一高 田敏教 授 の 「具体 的権利 説」 をめ ぐって 一

2007年2A

村上武 則 ＋高橋 明男 ＋松本 和彦編

「高 田敏 先 生古稀 記念論集 法治 国家 の展 開 と現代的構 成」 （法律文化 社）132－188頁

28、DerEinflussvonHansKelsenaufdiejapanischeVergassungsrech七swissenschaft

nachde皿ZweitenWeltkrieg

WilhelmBrauneder！KazuhiroTakii（Hrsg） ，Die6sterreichischenEinflUsseaufdie

ModernisierungdesjapanischenRechts，Pe七erLang， （S．41－56）

2007年3A

5
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29， 戦 後 ドイ ツにお ける基本権保 障 の意 義 と展 開一 「他者 」 を 「抱 え込 む」 メデ ィア と

しての

「ドイ ツ研 究」No ．4136－44頁

2007年3月

30． ドイツ 「連邦参議院」の展開にっいての一考察

佐藤幸治、平松毅、初宿正典、服部高宏編

「現代社会における国家 と法 阿部照哉先生喜寿記念論文集」 （成文堂）427－451頁

2007年5月

31． 「法治 国家 」 の型 か ら見 る人 権 の 「ゆ らぎ」一 憲 法学 の立場 か ら

「国際人 権」No．1859－67頁

2007年10月

32． 現代における選挙 と政党の規範理論的分析一 民主制をめぐる危険な徴候 ？

長谷部恭男、土井真一、井上達夫、杉 田敦、西原博史、阪 口正二郎編

「岩波講座 憲法4変 容す る統治 システム」 （岩波書店）29－51頁

2007年11月

33， 議会制の意義一近年の ドイツにおける議会制擁i護論一

「佐藤幸治先生古稀記念 国民主権 と法の支配 （上巻）」 （成文堂）271－304頁

2008年9A

34． 高齢社会における法曹新職域デザイ ンに際 しての大学教育の課題

一 ドイツの大学における教育をめぐる現状 に鑑みて一

平成17－20年 度科学研究費補助金基盤研究 （A）課題番号17203009

「法曹の新職域グラン ドデザイ ン構築」研究成果報告書

研究代表者 三成賢次

212－217頁

2009年3月

35， グ ローバル 化時代 の地方分 権

「ジュ リス ト」1378号154－165頁

2009年5月

6
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36． 佐藤 幸治教授 の 「国民主権 と政 治制度 」 をめ ぐって

「法律 時報」81巻11号 （通 巻1014号 ）68－74頁

2009年10月

37． 行政機 関 との関係 にお け る議会一 行政統 制 を中心 に して一

公 法研 究72号36頁 一63頁

2010年10月

38． ドイツ にお ける議会 制論 につい ての一考 察一 ドイ ツ議会制論 検討 の予備 的考察一

大石 眞 ・土井真 一 ・毛利 透 編

「各 国憲 法の差異 と接点 初宿正典 先生還 暦記念論 文集」 （成文 堂）123～140頁

2010年10月

39．Die， ，ErneuerungderVerwaltungc（irlJapan

VerfassungundRechtinUbersee，44Jahrgang（20114） ， （S．543－558）

2011年12月

40． 戦 後 ドイ ツ公法 学にお け るケル ゼ ン

ー ケル ゼ ンの タブー化 と 「ケル ゼ ン ・ルネ ッサ ンス」 につ いて

文 明 と哲 学4（ 日独文化 研 究所 年 報2012年 第4号 ）74頁 一85頁

2012年6A

41． ケル ゼ ンの民主制論 の意義 につ いて

文 明 と哲 学5（ 日独文化研 究所 年報2013年 第5号 ）107頁 一119頁

2013年5月

42． ドイ ツにお け る民主制論一そ の文脈 と意 義

文明 と哲学5（ 日独 文化研 究所 年報2013年 第5号 ）236頁 一255頁

2013年5月

43． グ ローバル 化 された法創設 過程 と議会一 日本 にお け る議 会 の法的地位 と機 能態様

松本 和彦編

「日独公法 学 の挑 戦 ：グu一 バル 化社会 の公 法」 （日本評 論社 ）79頁 一96頁

2014年3A

44． 続 ・戦 後 ドイ ツ公法 学 にお けるケル ゼ ン

7
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一 「国法 学 の主要 問題 」100周 年
、生誕130周 年記 念 シンポ ジ ウムにっ いて一

文 明 と哲学6（ 日独文化研 究所 年報2014年 第6号 ）46頁 一60頁

2014年3月

45．VerfassungsrechtlicheRahnenbedingungendesRechtsschutzesinderalterndenGesellschaft

Japans－insbesonderezurZulassigkeitvonAltersgrenzen，

HerausgegebenvonMartinGebauer，TamotsuIsomura，HiroyukiKansakuundMartinNettesheim，

AlterndeGesellschaftenimRecht

Japanisch－deutschesSymposiuminTubingenvom3．bis4．September2012，

MohrSiebeck，S．95－104，

2015年3月

46．DieEigenscha丘endeヱdeutschenS七aa七slehreundihrekUnftige

Herausforderungen，

in：Chris七 〇phSch6nberger，

Der， ，GermanApproach“Diedeu七scheS七aatsrech七slehreimWissenschafむsvergleich，

MitBei七ragenv．AtsushiTakadau．Andr6sJakab，

（Fundamel1七aJurisPublici）

2015，

MohrSiebeck，

S．55－73．

2015年9月

47， ドイ ツにお けるケル ゼ ン 「再発 見」 と国法学 の 「変動 」の兆 し

「法律 時報 」88巻3号 （101頁一106頁 ）

2016年3月

48． 憲法 の論 じ方一カール ・シ ュ ミッ トの緊 急事態 の論 じ方 を例 に

文 明 と哲学8（ 日独文化研 究所 年報2016年 第8号 ）155頁 一165頁

2016年3月

49， ポ ツダム宣言 の受諾一 憲法 的断絶 につい て語 られ た こ との意 義 と射 程

「論究 ジ ュ リス ト」2016年 ／春…号18頁 一25頁

2016年4， 月

50．Haエ1sKelseninderjapanischenVerfassungsrechtswissenschaft

8
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OSAKAUNIVERSITYLAWREVIEWNo．64（February2017）177－181

2017年2月

51． 非 常事態 とは何か一憲法学 による捉 え方

「論 究 ジュ リス ト」2017年 ／春号4頁 一12頁

2017年4月

52． 各 國公 法學説 之解讃及 其脈絡一DietrichJesch理 論在 日本 與

徳 國之解 讃 （林美 鳳言睾）

「憲 政 時代」42巻4期363～373頁

2017年4月

53． ドイ ツ連邦 憲法裁判 所 の 「自己言及 」

「法律 時報 」89巻5号 （32頁一38頁 ）

2017年5月

54． ポ ツダム宣言 の受諾一 憲法的 断絶 につい て語 られ た こ との意 義 と射 程

長 谷部恭 男編 「論究 憲法 憲法 の過去 か ら未 来へ 」 （有斐 閣）31～45頁

2017年5A

（49を 加筆修 正）

55．VerfassungsanderungundihreGrenzeninJapan，

in：hersg．v．Mat七hiasJes七aedtundHidemiSuzuki，

VerfassungsentwicklungIAuslegung，WandlungundAnderungderVeヱfassung

Deutsch・JapanischesVerfassungsgesprach2015，

2017，

MohrSiebeck，

S．99・112

2017年9月

56． 日本 にお け る憲法改正 とそ の限界

鈴 木秀美 ㎜ ・イ ェシ ュテ ッ ト／小 山剛 ／R・ポ ッシャー編

「憲法 の発展1一 憲 法 の解釈 ・変遷i・改正 一」 （信 山社）109～125頁

2017年9A

57． ドイ ツにお け るケルゼ ン 「再発 見」 と国法学 の 「変動 」 の兆 し

9
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辻村みよ子 ・長谷部恭男 ・石川健治 ・愛敬浩二 ［編］

「『国 家 と法』 の主要 問題 」

2018年3月

（47を 加筆修正 ）

日本評論社）75～91頁

58． イエ ッシュに よるケルゼ ンの受容 と批 判 の検 討

文 明 と哲 学10（ 日独文化 研究所 年報2018年 第10号 ）195頁 一207頁

2018年3月

59． 首相 の解 散権

「法 学教室 」451号52～57頁

2018年4月

lllその他

1． ガ ボール ・ハル マイ 「ハ ンガ リー現行 憲法 と 『新憲 法』 の構 成原理 」

「ジ ュ リス ト」946号 （63－69頁 ）

1988年12月

共訳 （小 山剛 と）及 び高 田に よる解説

2． ガボール ・ハルマイ 「ハ ンガ リーおける基本権 ・人権の保護 ：過去および現在」

比較憲法学会

比較憲法学会編 「人権擁護の強化 を求めて」 （成践堂） （389－398頁 ）

1991年2月

翻訳

3． クラ ウス ・シュテル ン 「ドイ ツ統一へ の道 にお ける憲 法上 の基本 問題 」

招待

「立命館 法学」第214号 （80－102頁 ）

1991年3月

翻訳

4． フ ランクフル ト憲法 一1849年3． 月28日 の ドイ ツ ・ライ ヒ憲法一

「法 学論 叢」第 ユ31巻 第6号 。 （95－132頁 ）

（高 田敏 ・初宿正 典編 「ドイ ツ憲 法集」信 山社 ［平成6年 年9A］ に も所収 ［16－51頁 ］）

10
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1992年9月

共訳

5． ヴィル ヘル ム ・レール 「統一 ドイ ツにお け る法 の統一 」

目独 法学会

「日独 法 学」16号 （1－15頁 ）

1993年3A

翻訳

6． ベル ンハル ト ・シュ リンク 「円卓会 議憲法 草案」

「広 島法 学」第17巻2号 （459－478頁 ）

1993年7月

翻訳 と解説

7． ヨーゼ フ ・H・ カイザー 「具体 的秩序 思考」

ヘル ムー ト・クヴァー リチ ュ編 ／初宿 正典 ・古賀敬太 編訳 「カール ・シュ ミッ トの遺 産」（風

行 社） （309－328頁 ）

1993年10月

翻 訳

8、 政党 の地位

「別 冊法学 セ ミナ ー」128号 司法試 験 シ リー ズ 第三版 憲法1［ 総論 ・統治］ （61－

63頁 ）

1994年4月

解 説

9． 平成四年参議院議員定数不均衡訴訟東京高裁判決

「ジュリス ト」1068号 平成6年 度重要判例解説 （17－18頁 ）

1995年7年6月

判例評釈

10．5％ 阻止条項 と平等選挙の原則一南 シュレスヴィヒ有権者連盟事件一

ドイツ憲法判例研究会編 「ドイツの憲法判例」 （信山社） （60－65頁 ）

1996年2H

判例評釈

11
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11．UngleicheVerteilungderManda七eaufWahlkreise；Gleichheitsgrundsatz

U．Eisenhard七 ，且 ．G．Leseru．a． （Hrsg． ），

JapanischeEn七scheidungenzumVerfassungsrechtindeutscherSprache，

Koln・Berlin・Bonn・Munchen：Hey皿anns，559Sei七en． （S．237・249）

1998年2月

ド イ ツ 語 へ の 翻 訳 と 解 説

12．BeschluBUberdieEn七ziehungdesAnwesenheitsrech七vonAbgeordne七enim

KommunalparlamentunddieGrenzenderGerich七sbarkei七

（mi七BinTakada）

U．Eisenhard七 ，且 、G．Leseru．a． （Hrsg． ），

JapanischeEntscheidungenzumVerfassungsrechtindeu七scherSprache，

Koln・Beエlin・Bonn・Munchen：Heymanns，559Sei七en． （S．527・532）

1998年2月

ドイ ツ 語 へ の 共 訳

13．E・W－ ・ベ ッケ ンフェル デ 「国家形態 お よび統治形 態 として の民主制原理 」

E・W－ ・ベ ッケ ンフェルデ著 ／初宿正 典編訳

「現代 国家 と憲法 ・自由 ・民 主制」 （風行 社） （213－239頁 ）

1999年2月

翻訳

14． 憲法 と政党

「ジュ リス ト増刊」 法律学の争点シリーズ2

高橋和之 ・大石眞編 「憲法の争点［第3版 ］」 （有斐閣）

1999年6A

解説

（22・23頁 ）

15． 機能から捉えた憲法システム とその反省 的相対化

一多数決 システムを例 として一

京都大学総合人間学部

「総合人間学の可能性一21世 紀における学問の展望一」 （99－102頁 ）

2000年3月

シンポジゥム

16． 政党による除名処分 と比例代表選挙における繰 り上げ当選

12
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一 日本 新党繰 り上 げ当選事件

「別 冊 ジュ リス ト」155号 「憲法判 例 百選II（ 第 四版 ）」 （336－337頁 ）

2000年10月

判 例評 釈

17． 「狂牛病 」 とヨー一ロ ッパ レベル での 「公 共」 の生成

京 都大 学大学 院人 間 ・環境学研 究科 「人環 フォー ラム」 （50－51頁 ）

2002年5月

解 説

18． 衆議 院憲 法調査 会政 治 の基 本機構 の あ り方 に関す る調査小 委員 会報告 「政 党 につい

て」

第 百五 十 五回国会 衆議 院憲 法調査 会政 治 の基 本機 構 の あ り方 に関す る調 査小 委員 会議録 第

一 号 （1－18頁 ）（htt：〃www ．shuiin．o．i／index．nsf7h七m1／indexkaiiroku．htmに おいて

も）

2002年11月

衆議院委員会報告

19． 在 日外国人の地方参政権

磯部力他編

「地方 自治判例百選［第三版］」 （有斐閣） （24－25頁 ）

2003年10月

判例評釈

20． 「関連私企業か らの隔離」条項該当の有無の決定 と不服 申立権者

磯部力他編

「地方 自治判例百選［第三版］」 （有斐閣） （220頁 ）

2003年10月

判例評釈

21． 議会内における議員の発言 ・表決の自由

磯部力他編

「地方 自治判例百選［第三版］」 （有斐閣） （220頁 ）

2003年10月

判例評釈

13
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22． 法律用語辞典解説

編集代表佐藤幸治他

「コンサイス法律学用語辞典」 （三省堂）

2003年12月

解説

項 目

憲法、議会制民主主義、法治国家、抵抗権、ラーバ ン ト、具体的規範統制、憲法訴願制度、

抽象的規範統制、違憲政党、共産党袴 田事件、憲法の番人など計39項 目

23． ベ ル ンハル ト ・シ ュ リン ク 「過去 の責任 と現在 の法」

ベ ル ンハ ル ト ・シ ュ リン ク 「過去 の責任 と現在 の法」 （岩 波書店 ） （1－149頁 ）

2005年2月

翻 訳監修

24． 法 学者 としての シュ リンク

ベル ンハル ト ・シュ リンク 「過去 の責任 と現在 の法」 （岩 波書店 ） （151－162頁 ）

2005年2月

解説

25． 法律事 項

小 山剛 ・駒村圭 吾編 「論 点探 求 憲法 」 （弘文堂） （281－292頁 ）

2005年7， 月

解 説

26． ドイ ツ法 学者 に聞 くくイ ンタ ビュー 〉 憲法 がで きる こ と、で きない こ と

「世界 」2006年6A号 （no．753）108－117頁

2005年6月

ベル ンハル ト ・シ ュ リンク （フ ンボル ト大学 ・小説 家 ）へ のイ ンタ ビュー と解 説

27， ヘ ラー理論 の現代 的意義

「風 のた よ り」 第32号1－4頁

2007年8月

解説

28． シ ュテル ン著 、赤坂正 浩、片 山智彦 、高 田篤他編 訳 『シュテル ン ・ドイ ツ憲 法1総

論 ・統治編 』信 山社 （全551頁 ）

14
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2009年9月

編集、翻訳監修

29， 佐 藤 幸 司 ・土井 真一編 、 土井真 一、 高 田篤 、毛利 透他 著 『判 例講 義 憲法ll基 本

的人権 ・統治機構 』悠 々社 「統 治機構Chapterl国 会 ・内閣」担 当

238－241頁 、250－253頁

2010年4月

判 例評釈

30． 日本公 法学会 『公法研 究73号 』 「学界 展望

233頁 一243頁

2011年10月

憲法 憲法総論」

31． 芹沢斉 、市川 正 人、阪 口正 二郎編 『別 冊法 学セ ミナーno．210新 基本 法 コン メンタ

ー ル 憲法』 「内閣」 （憲法73条 、74条 、75条 ）担 当

386頁 一396頁

2011年11月

コ ンメ ンタール

32． 対談 「内 な るコロニー」 と 「外 な るコロニー」

上 山安敏 ・高 田篤

文 明 と哲学4（ 日独文化 研究所 年報2012年 第4号 ）6頁 一31頁

2012年6月

対 談

33． 日本公 法学会 『公法研 究74号 』 「学界展望

234頁 一245頁

2012年10月

憲法 憲法総論」

34．DerglobalisierteRechtsetzungsprozessunddasParlament

－Rechtsste11皿gundFunktionsweisedesParlamentsinJapan－

RechtswissenschaftlichesSymposiumderOsakaUniversitySchoolofLawunddesFachbereichs

RechtswissenschaftderFreienUniversit翫Berlin

，，NeueHerausforderungendesδffentlchenRechtsinJapanundDeutschland‘ ‘1．10．－2．10．2012，Berlin

S．87・93

2013年1月

15
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シンポジウム報告

35． 法治主義発展史 とそこにおける中国

大阪大学中国文化 フォーラム編 『現代中国における13の 問い一 中国地域研究講義一』

OUFCブ ックレッ ト

2013年3月

47頁 一63頁

教科書分担執筆

36．Bedeu七ungdesjapanisch・deutschenAustauschesinderWissenschaftdes

6ffen七lichenRech七s

Veransta1七ungdesFes七vortragsvonProfessorTakada－ausAnlassderVerleihungdes

Philipp・Franz・von－Sie『bold－Preises

OsakaUniversi七yLawReview，Nr．61，February2014． （S．84－93）

2014年2H

講 演

37， ジーボル ト賞受賞記念講演 公法学 における日独学術交流の意義

阪 大法学63巻6号 （通巻288号 ）

2014年3月

講演

161頁 一173頁

38． 国 民主権 ・民主制 （前 文 ・1条 ・15条1項 ）

法学教 室405号8－10頁

2014年6月1日

コンメ ンタール

39， 解題

高田篤他監訳、M・ イエシュテッ ト他著 『越境す る司法 一 ドイツ連邦憲法裁判所の光 と影』

風行社

129・132頁

2014年9月

翻訳解題

40． 解説

高田篤他監訳、M・ イエシュテ ッ ト他著 『越境す る司法一一ドイツ連邦憲法裁判所の光 と影』

16
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風行 社

366・376頁

2014年9A

翻訳 解説

41． 対談 法治主義を考える 普遍化 と具体化の中で

高田敏 ・高 田篤

文明 と哲学7（ 日独文化研究所 年報2015年 第7号 ）98頁 一127頁

2015年4H

対談

42． 私 の ドイツ公 法 学 との対話

文 明 と哲 学7（ 日独 文化研 究所 年報2015年 第7号 ）139頁 一149頁

2015年4月

43， 議 会 に よる コン トロール と議会 の機 能 パ ネ リス ト ・コメ ン ト

「国会 に よる行政 統制一 ドイ ツの 『議 会留保』 をめ ぐる憲法理 論 と実務」

平成26年 度 国際政 策 セ ミナー報告 書

（国立 国会 図書館 調査 及び 立法考査 局2015年8月 ）

51－58頁 、63－65頁 、73－74頁 、75－76頁

パネ リス ト ・コメ ン ト

44． 日本 国憲法研 究第17回 「緊急 事項条 項」座 談会

論究 ジュ リス ト2015年 ／秋 号 （Number15） （150頁 一168頁 ）

2015年11月

座談 会

45． 純粋法学に照 らしてみた行政裁量一 「ケルゼン ・ルネ ッサンス」シンポジウム

解題

阪大 法学66巻6号 （2017年3月31日 ）

2017年3月

シ ンポ ジ ウム解題

（261頁 一263頁 ）

17
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IV受 賞な ど

1． フ ィ リップ ・フ ランツ ・フォン ・ジー ボル ト賞

2012年6月19日 に ドイ ツ連 邦共 和国大 統領官邸 にて ヨア ヒム ・ガ ウク大統領 よ り

2． 大阪大 学総長 に よる表 彰

（フ ィ リップ ・フ ランツ ・フ ォン ・ジー ボル ト賞 の受 賞 につい て）

2012年10月5日 に平野俊夫 大阪大学総長 よ り

3． 大阪大学総長顕彰

社会 ・国際貢献部門

2013年8． 月2日 に平野俊夫大阪大学総長 より

18
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法学研究科 ・高田篤教授がジーボル ト賞を受賞

法学研究科の高 田篤教授がフィリップ ・フランツ ・フォン ・ジーボル ト賞 を受賞 され、

19日 に ドイツ連邦共和国大統領官邸 にてヨアヒム ・ガ ウク大統領 よ りこれ を授与 されま

した。

ジーボル ト賞は毎年1名 の日本人研究者 を対象 とし、学術上顕著な業績を上げ、 日独文

化 ・社会交流へ多大な貢献をな した功績に対 して授与され るものです。大阪大学の現役教

員 としての受賞は、高 田教授が初めてです。

高田教授は公法学専攻で 日独憲法の統治機構 ・原理を中心に顕著な業績をあげ られま し

た。あわせて ドイツ人研究者の招聰、国際会議 ・学術集会の主催、若手研究者の育成 と ド

イツでの研究支援等多方面で尽力 されま した。1960年 生まれ、2004年4月1日 よ

り本研究科の教授 として教鞭を とられています。

この度 の受賞にあた り、高 田教授は 「私 自身 は、 日本公法学の先達の業績 に基づいて研

究を行い、大阪大学の公法学が1960代 以降培ってきた 日独学術交流の伝統を受け継い

でいるにすぎません。今回の受賞は、 日本 のそ して大阪大学の公法学の努力の蓄積が評価

されたものとして、あ りがた く存 じてお ります」 と述べ られています。

＊ 高 田 教 授 の 受 賞 及 び ジ ー ボ ル ト賞 の 詳 細 に つ き ま し て は 下 記 のURLを ご 覧 下 さ い 。

http： ／／www．tokyo．diplo．de八 ノertret皿g／tokyo／ja／08 ＿Ku／Aktuelles／Siebold－Preis＿2012．html

http：〃www．humboldt－foundation．de／web／a皿ual－meeting－photos－gauck－2012．html

http： ／／tokyo．daad．de／wp／scholarship ＿siebold／

（2012年6月25日 記 ）
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高 田篤 大 阪大学 教授 、第34回 フィリップ・

フランツ・フオン ・ジーボル ト賞を受賞

2012年6月19日 、ベルリンの連邦大統領官邸 ベルビュー宮殿庭園での式典におい

て、第34回 フィリップ・フランツ・フォン・ジーボルト賞が、ヨアヒム・ガウク連邦大統領

より本年の受賞者である高田篤教授に授与されました。

1979年 に学術交流促進を目的に創設されたフィリップ・フランツ・フォン・ジーボルト賞

は、毎年、日独の文化社会の相互理解促進に貢献のあった日本人科学者に大統領

から直接授与されます。賞金は5万 ユー口です。

高 田教授 は、1960年7月11日 、広島市河原町に生まれ 、京都大学に進学され、法

学の博士号を取得されました。その後京都大学助手、広島大学及び京都大学で助教

授として勤務され、現在は大阪大学大学院法学研究科教授でいらっしゃいます。

教授は、子供時代に両親と共にドイツに滞在され、早い時期にドイツとの関係を築か

れました。大学在学中に、DAAD（ ドイツ学 術交流会）奨学生としてケルン大学に留学

され、後に再び客員教授としてドイツに研究滞在しておられます。

高田教授は大学におけるドイツ法研究の促進と日本人の後進の育成において大きな

業績を挙げられました。そして国家の統治機関、作用そして構造を研究され、国家機

構の基本原理としての民主性原理を解明されました。更に「憲法理論」を確立され 日

本憲法学の新たな指針の確立に貢献されました。また教授の研究により、日本にお

いてドイツ憲法の歴史、発展、現状の新たな理解が生まれました。

更に日本におけるドイツ法研究を促進され、ドイツ法の専門家となる後進の育成にあ

たられました。これにより、ドイツ法に関する知見が日本で一層普及することとなりま

した。また外国人客員教授の日本滞在を支援するとともに会議や講演 会を開催され

ました。こうした多方面にわたる功績を称え、この度、高田教授にフィリップ・フランツ・

フォン・ジーボルト賞が授与されました。
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